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経営理念

イーバンク銀行は、2001年7月に開業したインターネット専業銀行です。

店舗を持たないため金利、振込手数料等の面で他行に対し優位性があるとともに、

多くのネットサービスとの提携、幅広い金融商品の取り扱いにより、顧客満足のさらなる向上を目指しています。



「3“e”& CS」とは、excellence（＝業務･サー

ビスとしての「優位性」を常に追求すること）、

efficiency（＝業務･サービスの「効率性」を常に

追求すること）、entertainment（＝お客さまへ

の「楽しさ」の提供を常に追求すること）、

customer satisfaction(＝お客さまに満足い

ただけるサービスを追求すること)、を表しています。�
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今後もイーバンクらしい画期的な
サービス・商品を提供してまいります

イーバンク銀行は、2001年7月23日に開業した、わが国で最も新しいインター

ネット専業銀行です。当行グループは、電子決済に軸足を置いた業務展開により、

既存の銀行とは異なる、21世紀に相応しい、新しい銀行のビジネスモデルの確立

に取り組んでいます。開業以来、こうした理念や当行のユニークなサービスにご賛

同いただき、多くの個人・法人のお客さまにイーバンク口座をご利用いただいてお

り、2007年6月末日現在、インターネット専業銀行では最大の2,224千口座（解約

を除く累計口座開設承認数）となっています。

電子商取引市場の急拡大や、商品サービスの提供方法の多様化に伴い、

安全で利便性が高く、安価な決済手段が広く求められています。このよう

な決済ニーズに対応して、これまでも「最も先進的かつ個性的なIT時代の

決済インフラを提供する、世界的に認知される企業となる」とのビジョン

を示し、メールアドレスを利用した画期的な送金手段「メルマネ」や、

PC・携帯電話を通じた簡便かつ安価な資金決済サービスを

提供すると同時に、インターネット専業銀行として、

セキュリティに関しては特段の配慮をくわえています。

また、本年7月に、インターネット上のウェブ決済の領域

だけでなく、実店舗でも利用できるインターネットを経

由しないリアル決済チャネルの構築を目指し、VISAデビット

機能付きキャッシュカード「イーバンクマネーカード」を発行しました。今後

もお客さまのさらなる決済ニーズに対し、最先端のIT技術を駆使し、「セキュ

リティに優れた快適な決済インフラ」を提供することにより、イーバンクブラ

ンドを確立し、さらなる認知度の向上に努めていきたいと考えています。

また、こうした電子決済サービスにくわえて、お客さまに対して、各種企業

との提携により、クレジット・カードや個人向けローン、投資信託の販売、外貨

預金の取り扱い等、各種金融サービスの提供を行ってまいります。

同時に、適切なALM（資産負債総合管理）・リスク管理体制のもと、証券化商品

を中心とした優位性のある投資業務と効率的な資金調達業務にも積極的に取り組

み、安定的収益源の確立を進めてまいります。

これからも、一層のご支援を賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。

2007年7月

ごあいさつ

すべてのステークホルダーの皆さまへ

代表取締役社長
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マイボイスコム「インターネットバンキングの利用」（2007年1月）�
�
�
現在利用しているインターネットバンキング　1位�

最もよく利用しているインターネットバンキング　1位�

ヤフー・インターネット・ガイド�
「WEB of the YEAR 2006」（2006年12月）�
�オンラインバンク部門　1位�

日経パソコン「ユーザビリティランキング2006」（2006年6月）�
�33位/国内主要120社�

週刊ダイヤモンド「顧客満足度・総合ランキング」（2006年6月）�
�20位/16業種254社�

Gomez「オンライン専業銀行・支店ランキング」（2006年6月）�
�

※銀行分野主要10行中、かつ調査対象業種100社中1位の実績�

総合得点　1位�

便利な機能・サービス　1位�

サイトの使いやすさ　1位�

The Asian Banker�
「優れたリテール金融サービス表彰2006」（2006年6月）�
�アジアにおける最優秀インターネット専業銀行賞�

矢野経済研究所「日本プライバシー白書2007」（2006年12月）�

1位（Excellence）※�

調査・アンケート結果（2006年度）�

トピックス（2006年度）�

2006年�
4月�

5月�

6月�

7月�

8月�

9月�

10月�

11月�

12月�

2007年�
1月�

2月�

3月�

・定期預金金利を改定し、国内最高水準の金利を適用�

・国内インターネット専業銀行初！　世界No.1カード「VISA」の

プリンシパルメンバー取得を発表�

・預入期間が3ヶ月と6ヶ月の定期預金の取り扱いを開始�

・金利1.2%（税引前）の満期特約定期預金「アコーディオン5」の

取り扱いを開始�

・預入期間が2年の定期預金の取り扱いを開始�

・金利がステップアップする新型定期預金「パーカッション」を取

り扱い開始�

・銀行業界で初めて個人情報第三者認証の「TRUSTe」を取得�

・ログインIDによる新しいログイン方法を導入�

・個人口座の普通預金金利を0.20%に引き上げ�

・即時決済が可能なVISAデビット機能付きキャッシュカード�

「イーバンクマネーカード」を発表�

・JRAの人気競走馬をデザインしたキャッシュカードの受け付けを開始�

・為替特約定期預金「モーツァルト」の取り扱いを開始�

・JRAの「即PAT」サービス提供開始�

・株式会社オーエムシーカードと業務提携�

・1・2・3・5年満期定期預金で冬の特別金利キャンペーンを実施�

・独自ブランドの投資信託「イーバンク・ヘッジファンドe502」

及び「イーバンク・ヘッジファンドe503」の取り扱いを開始�

・セキュリティサービスページを拡充�

・国内最低水準の為替コストで「外貨普通預金」を開始�

・ボーナス金利キャンペーン第二弾を実施�

・カメラ付き携帯電話で請求書のバーコードを読み取り、24時間

支払いができる新サービス、「料金・るるる」の支払い方法に銀

行として初めて対応�

・クレジットカード機能付きキャッシュカード「イーバンクカードOMC」

を新規発行�

・個人口座の普通預金金利を0.20％から0.35％に引き上げ�

・統合ATMスイッチングサービスの接続を開始�

・為替特約定期預金「ハイドン」の取り扱いを開始�

・外貨普通預金の取扱通貨（南アフリカランド、イギリスポンド、

ニュージーランドドル）を拡大�

・投資信託のラインアップが合計175本に�

・インターネット専業銀行最大の200万口座を初めて突破！�

ヤフー・インターネット・ガイド（2007年2月号）�

「WEB of the YEAR 2006」の�

当行記事抜き刷り�

イーバンク銀行では、金利水準を全金融機関平均金

利より高めに設定しているとともに、振込手数料の安

さ、メールアドレスを利用した画期的な送金手段「メル

マネ」、多数サイトのポイントを現金化できるなど、ユ

ーザビリティの向上に努めてきました。

こうした取り組みは、各種調査・アンケート結果にお

いて多くの評価を得ており、インターネット専業銀行

No.1 の口座数（2007年6月末日現在）獲得に反映さ

れていると考えています。

選ばれるのには理由があります。イーバンクの実績
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イーバンク銀行には、お客さまの「あったらいいな」を実現するサービス業としての視点があります。

既存の銀行では思いつかなかったような各種サービスを取り揃えることにより、

今後とも顧客満足を追求していきます。

ポイント換金、アンケート謝礼金などの受取口座

イーバンク銀行は、ポイントサービスの

換金やリサーチのアンケート謝礼金の受

取口座として最も普及しています。

イーバンク銀行では、商品・サービスだけ

ではなく社会貢献についてもユニークな活動を行っています。

また、公共性の高い金融機関として、企業統治やコンプライア

ンスの強化にも努めています。

投資信託、外貨普通預金、新型定期預金とい

ったお客さまの多様なニーズに合わせた商

品を取り揃えています。また、2006年12月に資産運用

サイトをリニューアルし、「イーファンタジア」としてオー

プンしました。

スポーツ振興くじ「toto」や公営競技（競

馬、競艇、競輪、オートレース）のインタ

ーネット投票をパソコンや携帯電話から

ご利用いただけます。

CSR

ゴールドラッシュプログラム

イーバンク口座で他の金融機関から振り

込みを受ければ受けるほど現金がもらえ

る、銀行の常識を変えるプログラムです。

2007年7月に発行を開始した「イーバン

クマネーカード」があれば、世界中の

VISA加盟店で、即座にイーバンク口座か

ら引き落としが可能です。

インターネット専業銀行としての特性か

ら、セキュリティには万全の対策を行って

います。また、万一のトラブルに備え、補

償制度を設けています。

金融商品が充実

toto、公営競技でご利用可能

出金せずに支払いができる

セキュリティも万全

イーバンク銀行の代表的サービス

「あったらいいな」のサービスを実現。
これまでの銀行にはない、イーバンクの特長

→詳しくはP06へ

→詳しくはP10へ

送金相手の名前、メールアドレスを指

定するだけでパソコンや携帯電話か

らいつでも送金できるサービスです。

オークションに便利。メール送金サービス

→詳しくはP06へ

社会貢献 →詳しくはP11へ

企業統治・コンプライアンス →詳しくはP12～P16へ→詳しくはP08へ

→詳しくはP08～P09へ

→詳しくはP07へ

→詳しくはP10へ

What's eBANK?特　集
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イーバンク銀行の口座開設申し込みは、インターネット

で申し込み後、本人確認書類を郵送かFAXで送るだけで

完了します。申込書の記入や捺印は一切必要ありません。

また、「口座かんたん開設アプリ」を利用すれば、携帯

電話のカメラを利用して本人確認書類＊の撮影、送付が簡

単に行えます。

＊運転免許証とカード型健康保険証に対応

イーバンク銀行の金利は、普通預金・定期預金だけで

はなく、外貨普通預金などの商品についても、他の金融

機関に比べ高めに設定されています。また、円預金に

ついては預金保険の対象となっており、お客さまに安

心してお預けいただけます。

お申し込み、ご解約、満期のお手続きまで、すべてネ

ット上での取引が可能です。

口座開設が簡単！ ネット銀行ならではの好金利と利便性！

イーバンク口座からの入出金方法 ご
あ
い
さ
つ

特
　
集

業
務
運
営
の
状
況

資
料
編

会
社
情
報

入金� 出金�

振り込み�

月々何回でも無料�

ATM入金�

郵便貯金�
口座�

からの入金�

ATM出金�

他の�
イーバンク�
口座への�
振り込み�

他銀行への�
振り込み�

郵便貯金�
口座への�
振り込み�

（本人名義口座）�

月々何回でも無料�

何回でも無料� 一律160円＊�
（税込）�

一律100円�
（税込）�

月々何回でも無料�
※他行からの入金も可能。�
　その際の手数料は各金融機関の�
　定めるものとします。�

＊給与振込口座指定で、他行振込手数料が5回まで無料�

※セブン銀行ATMの場合�

お客さまの�
イーバンク口座�

http://www.ebank.co.jp/kojin/service/
http://www.ebank.co.jp/kojin/benefit/

詳 し く は w e b で ！

特長その1

パソコンだけでなく、iモード、EZweb、Yahoo！ケー

タイ、CLUB AIR-EDGE for AIR-EDGE PHONE（ウィ

ルコム）対応端末で利用が可能です。

携帯電話でも使える！

特長その3

特長その2
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便利かつ安心してご利用いただける
イーバンク独自のサービス

Convenient & Safe

イーバンク銀行は、メルマネ、ゴールドラッシュプログラムをはじめとして、

銀行の常識を変えるサービスを次々にリリースし、ご好評をいただいています。

また、インターネット専業銀行として、セキュリティリスクについては、万全を期しています。

メルマネは、メールで送金ができる日本初の画期的な

サービスです。面倒な口座番号の入力が必要なく、送金

先のメールアドレスがメルマネに登録されていれば、イー

バンク口座同士なら無料で送金が可能です。また、お金

を送る時にお礼やお祝いといったメッセージを500文字

まで添えることができ、気持ちまでお伝えいただけます。

受け取りは、イーバンク口座はもちろん、他の金融機

関口座、または郵貯口座でも可能です（メルマネ送金時、

または受け取り時に手数料が発生します）。

パソコンだけではなく、携帯電話からも利用できるた

め、ネットオークションでの送金や飲食代の精算時など

のご利用にご好評をいただいています。

Webだからこそ。便利にご利用いただけます

メールアドレスと名前だけで送金。
お金と一緒に気持ちも伝えられます

メール送金サービス「メルマネ」

ゴールドラッシュプログラムは、お客さまのイーバン

ク口座へ他の金融機関から振り込みがあった場合、その

振込件数に応じて現金をプレゼントする画期的なプロ

グラムです。

月間の振込件数によりランクが確定し、他行からの振

り込みが多いほど1件当たりの受取金額がアップします

（ランクS、ランクA、ランクBの各ランクに応じて現金

をプレゼントします）。

また、受取金額に上限はなく、ご本人からの振り込み

も対象となります。

振り込みを受ければ受けるほど、
お金が貯まるシステムです

ゴールドラッシュプログラム

イーバンク銀行から150円プレゼント�
25円(ランクA)×6回の振込受取＝150円�

イーバンク口座�

A銀行�

�

B銀行� C銀行�

【ランクAのお客さまの場合】 �
(1)イーバンク口座で1ヶ月の間に他行からの振り込みを計6回受け取りました。�
（図の緑・赤・青矢印が他行からの振込回数）�
(2)こちらのお客さまのランクは【ランクA】なので、プレゼント金額は1回の他
行振込の受け取りにつき25円となります。�

(3)プレゼント金額25円で月6回の振込受取をしたので �
25（円）×6（回）＝150（円） �

150円がイーバンク銀行からお客さまの口座へ入金されます！ �
�
ランクアップでさらにプレゼント金額がアップ！　　　  ※2007年6月末日現在�

ログイン�

メールが届く� メールが届く�

イーバンクに�
口座開設し�
送金受取�

・振込手数料無料�
・24時間リアルタイム入金※1

口座開設後�

他行・郵貯口座�
を指定して�
送金受取�

メールアドレス・名前・金額を入力して送信�

イーバンク口座がある人� イーバンク口座がない人�

受取完了！ 送金終了�

※2

※1　メルマネ画面でメールアドレスを登録していない場合、登録作業が必要とな
ります。�

※2　法人から個人へのメルマネについては、他行口座・郵便貯金口座での受け取
りを選択できない場合があります。�
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http://www.ebank.co.jp/kojin/service/mailmoney/
http://www.ebank.co.jp/kojin/security/

詳 し く は w e b で ！
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インターネット専業銀行だからこそ。セキュリティに細心の注意

イーバンク銀行は、インターネット専業銀行という特

性からシステムの重要性かつ公共性を認識した金融機

関です。お客さまに安心してサービスをご利用いただ

けますよう、最高レベルのセキュリティシステムを常に

維持・向上するための対策を行い、お客さまの情報を保

護すべく万全を期しています。当行のお客さまは、メー

ル通知システムやセキュリティボード、IP制限サービス

などをご利用いただくことが可能です。各サービスに

ついては、以下のURLに詳しく記載されていますので、

是非ご覧ください。

また、万が一被害があった場合に備えまして、セキュ

リティ保険による補償制度を用意しています。

様々なトラブルに巻き込まれて被害を受ける前に、

イーバンク銀行の各種セキュリティサービスをご利用

ください。トラブルは日頃の心がけから未然に防ぐこ

とが重要です。

また、イーバンク銀行は、セキュリティ機能をご利用

いただくお客さまに対して口座不正使用保険を優遇す

ることで、お客さまにセキュリティ機能を積極的にご

利用いただき、第三者からお客さまの口座が不正使用

されることを抑止したいと考えています。

お客さまの万一のトラブルに備えて、三井住友海上火

災保険株式会社と保険契約を締結しています。当行セキ

ュリティ保険の金額については、以下のとおりです。

万全のセキュリティで安心して
お使いいただけます

預金保険制度とは、万が一金融機関が破綻した場合

に、預金者は預金保険機構からの保険金によって、法律

の範囲内において預金などの保護がなされる制度です。

普通預金と定期預金（新型定期預金を含む）を合算し

て元本1,000万円までとその元本に対する利息が保護

されます。

●金融犯罪対策

●補償制度

セキュリティ対策

口座不正使用保険

キャッシュカード盗難保険

1,000万円

一律　300万円

300万円

当行指定の条件を
満たしているお客さ
まの支払上限額

当行指定の条件を
満たしていないお客
さまの支払上限額

※お客さまの保険料のご負担は一切必要ありません。

●預金保険制度について

http://www.ebank.co.jp/kojin/security/
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豊富な商品・サービスの提供で、
お客さまのライフスタイルをサポート

Various Products

イーバンク銀行では、好金利や利便性といったお客さまのニーズにお応えできるよう

金融商品の拡充を進めてきました。また2007年7月からはイーバンクマネーカードを発行し、

ウェブ上だけでなく実店舗でも利用可能となりました。

今後とも魅力的な商品を取り揃えることで、すべてのお客さまに満足していただける銀行を目指します。

様々なニーズに対応できるイーバンクの金融商品

イーバンク銀行の普通預金・定期預金は、高水準の預

金金利を設定しており、24時間365日（システムメンテ

ナンス等を除く）、パソコンや携帯電話からお申し込み

が可能です。普通預金と定期預金（新型定期預金を含む）

の合計で元本1,000万円までとその利息が保護される

預金保険の対象となっています。

お得で安心！
イーバンクの普通・定期預金

普通預金・定期預金

2006年3月より、好金利が魅力の新型定期預金の取

り扱いを開始しています。満期特約定期預金及び為替

特約定期預金を取り揃え、満期まで元本保証で安心し

てお預け入れいただけます。
※新型定期預金は原則として中途解約ができません。中途解約の場合、元本割

れが生じる可能性があります。

好金利！元本保証！
新たなニーズに対応した新型定期

新型定期預金

VISAデビット機能付きキャッシュカード「イーバンクマネーカード」

2007年7月より、世界中のVISA加盟店で使用できイーバンク口座から即時引き落としができる、VISAデビ

ット機能付きキャッシュカード「イーバンクマネーカード」の発行を開始しました。満16歳以上のお客さまは、イ

ンターネット上で簡単にお申し込みいただけます。

全8種類のデザインから選べるイーバンクマネーカードは、VISAデビットご利用金額の1.0%がイーバンクポ

イントとして貯まる「ゴールドカード」（月会費300円（税込））※と、同0.2%が貯まる「クラシックカード」（会費無

料）の2種類があります。貯まったポイントは1ポイント＝1円で換金し、お客さまのイーバンク口座にキャッシ

ュバックできるほか、ゴールドカード会員はJALマイレージバンクのマイルと交換することも可能です。

※1年分まとめてお支払いの場合は、年間3,000円（税込）となります。

ゴールドカード クラシックカード

NEWNEW
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イーバンク銀行の独自ブランド「イーバンク・ヘッジ

ファンド e501」「同e502」「同e503」では、一部の大

口投資家や機関投資家向け商品であったヘッジファン

ドに、個人のお客さまでも10万円から投資できます。

また、多様な資産運用ニーズにお応えすべく、様々な

投資対象、収益タイプ、運用会社の投資信託を取り揃え

ています。2007年6月末日現在の投資信託の取扱数

は、228本、そのうち申込手数料が0円の投資信託は、

豊富な商品ラインアップ。
ライフスタイルに合わせてお選びいただけます

投資信託

2006年12月に取り扱いを開始した外貨普通預金

は、低水準の為替コストと市場実勢為替レートに連動し

た為替レートで取引できることが特長です。米ドル、ユ

ーロ、豪ドルにくわえ、2007年3月からは、新たに英

ポンド、NZドル、南アフリカランドを追加しました。

為替の変動をいち早くキャッチする
イーバンクの外貨預金

外貨普通預金

※対円お取引為替コスト（預け入れ、払い戻しとも）

イーバンク・ファンド・シリーズ

イーバンク・ヘッジファンド

e501

損保ジャパン－フォルテ

ィス・トルコ株式オープン

愛称：メルハバ

DKA6資産

バランスファンド

愛称：六花選

ご 案 内

資産運用サイト「イーファンタジア」

「イーファンタジア」（eBANK Financial Entertainment Site）

では、イーバンクが取り扱う投資信託や定期預金、新型定期預金、外

貨普通預金のご紹介をはじめ、投資信託の検索、経済ニュースや投資

信託商品の月次レポートの購読、各種ランキング情報、投資信託に関

するコメントを書き込めるレビュー機能など、利便性の高いサービス

を24時間ご利用いただけます。

53本です。

今後とも、優位性のある商品拡充に努めていきます。

米ドル

ユーロ

豪ドル

英ポンド

NZドル

南アフリカランド

1米ドル当たり 10銭

1ユーロ当たり 10銭

1豪ドル当たり 30銭

1英ポンド当たり 20銭

1NZドル当たり 30銭

1南アフリカランド当たり 10銭

外貨普通預金の為替コスト一覧（2007年6月末日現在）

為替コスト



10

企業として、イーバンクができること。
私達は、「楽しさ」「誇らしさ」を感じられる銀行です

Entertainment & CSR

イーバンク銀行では、「いつでも」「どこでも」安価な決済サービスをご利用いただけるために注力してきました。

しかしながら、お客さまに選んでいただける銀行として重要なのは、ご利用によって、「楽しさ」「誇らしさ」を

感じられることではないかと考えています。スポーツ振興くじ「toto」、公営競技、各種CSR活動は、こうした

考え方に基づき、イーバンクを象徴するサービス・活動となっています。

銀行にエンターテインメント機能。それが、イーバンクです

イーバンク銀行の口座をお持ちのお客さまは、toto

や公営競技（競馬、競艇、競輪、オートレース）をパソコ

ン・携帯電話からご利用いただけます。土日・夜間でも

入出金や当せん金の自動払い戻しが可能であり、大変

ご好評をいただいています。

特に、totoのインターネット販売は、銀行としてイー

バンク銀行のみが対応しており（2007年6月末日現

在）、totoイーバンクポイントの導入、試合開始の10分

前まで販売締切時間の延長、最高6億円くじ「BIG（ビッ

グ）」の販売など、お客さまに便利でお得なサービスを

提供しています。

イーバンク銀行は、多くの懸賞・アンケートサイトや

ポイントサイトと提携しています。色々なサイトで、イ

ーバンクを換金口座に指定することで、広範な種類に

及ぶポイントの管理が容易になります。

また、「ちょこっといいことプログラム」参加サイトの

ポイント換金や謝礼受取サービスをご利用いただくと、

受け取りの都度1円～10円が募金団体に寄付され、お

客さまのご負担なしで募金することが可能です。

イーバンク銀行口座があれば、パソコン・
携帯電話から気軽にご利用可能

スポーツ振興くじ「toto」・公営競技

アンケートや懸賞でちょっとお得！
人気のポイント換金

ポイント換金

レース当日でも入出金可能！�
セブン銀行ATM、全国郵便局ATMなら入金手数料無料�

投票� 払い戻し�

中央競馬�
(JRA)

地方競馬�
(南関東4競馬)

地方競馬�
(オッズパーク) 競艇� 競輪� オート�

レース�

※インターネット投票を行うには、イーバンク銀行口座を開設後に各競技投票会員�

　登録が必要です。�

《出金》�

・セブン銀行ATMからの出金は無料�
郵便局ATMからの出金は月5回無料�
(イーバンクマネーカードおよびクレジットカード機能付きキャッシュ
カードの場合)�

・本人名義の郵貯口座への振込手数料一律100円（税込）�

・他行振込一律160円（税込）�

ポイント換金�

ポイント�
サイト�

アンケート�
サイト�

謝礼�

イーバンク口座�

出金する�
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http://www.ebank.co.jp/totoebank/
http://www.ebank.co.jp/kojin/service/kouei/
http://www.ebank.co.jp/sc/philippines/philippines.html

詳 し く は w e b で ！

良き企業市民として。社会的責任を果たします

イーバンク銀行では100万口座達成記念事業｢カンボ

ジア（ダムベ地区）学校校舎建設支援プロジェクト｣に引

き続き200万口座達成記念事業として、国連が公認す

る国際援助団体（NGO）であるプランジャパンの特別寄

付プロジェクトを支援しています。これにより、2008

年1月を目処にフィリピンの北サマール州カトゥビッグ町

に新しく小学校の校舎が建設される予定です。

また、前回同様、200万口座達成記念事業において

も、学校建設完了までに至る過程をホームページ上で

定期的に公開しています。

インターネット専業銀行として、ユニークな商品・サ

ービスを展開してきたイーバンク銀行では、社会貢献

活動でも創意工夫をくわえたユニークな活動を行って

います。具体的には学校建設に関して、その建設状況を

ホームページ上で公開し、皆さまに実感していただい

たり、「ちょこっといいことプログラム」において、ポイ

ント換金・アンケートの謝礼受け取り等のサービス利用

を通じて、お客さまのご負担なく募金をしていただく

こと等です。

CSR活動
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●フィリピン学校校舎建設支援プロジェクト

「ちょこっといいことプログラム」は、お客さまがポイ

ント換金やアンケートの謝礼受取サービス等をイーバン

ク口座で利用するたびに、その手数料等から一定額が国

内外で社会貢献活動を行う団体に寄付される仕組みで

す。募金の原資は当プログラムにご賛同いただいた企

業さま、及びイーバンク銀行が負担します。ご利用いた

だいているお客さまに負担はございません。

●ちょこっといいことプログラム

新校舎建設前の小学校

（カンボジアダムベ地区）

特別寄付プロジェクトにより建設された小学校

（カンボジアダムベ地区）

ちょこっといいことプログラムの対象となる募金団体

皆さまにご協力いただきありがとうございました。
これまでに以下の募金金額を寄付させていただきました。

2005年4月から
2007年3月末日までの募金総額　￥9,602,474
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公共性の高い金融機関として、
経営管理組織の高度化を図っています

業務運営の状況 コーポレート・ガバナンスの状況

当行は、企業価値の増大・最大化と銀行としての公共的使命を果たすことがコーポレート・ガバナンスの基本であるとの認識の

もとで、経営方針決定プロセスの透明性・健全性の確保、相互牽制態勢の強化、コンプライアンス体制の整備、情報開示の推進等

を通じて、コーポレート・ガバナンスを強化し、効率的かつ公正な意思決定・業務運営システムを確立することを基本とした経営

管理組織の整備を図っています。

当行は監査役会制度を採用しています。

取締役会は、社外取締役4名を含む12名で構成されており、社外取締役には経済界で豊富な経験を有する経営者・実務家が就

任し、客観的な立場から経営陣の業務執行を評価・監督する体制としています。

監査役会は、独任制のもとに監査を行う監査役3名（全員が社外監査役）で構成されており、金融界での豊富な経験と知識を有

する専門家として、経営陣を監視・監督する機能を高めています。

なお、2007年6月28日現在、取締役会は社外取締役5名を含む13名で、監査役会は監査役3名（全員が社外監査役）で構成さ

れています。

会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①会社の機関の基本説明

②会社の機関の内容
取締役会は、原則として月1回の定時取締役会を開催することとしており、業務執行の公正性・透明性の強化を図っております。

また、取締役会に対する助言・提言機関として、経営陣と各界の有識者である顧問で構成されるアドバイザリー・コミッティーを設

置しており、当行の経営に関し、大所高所から提言や意見を求める場として、定期的に開催することとしています。

監査役会は、原則として月1回開催することとしています。また、常勤監査役は、取締役会をはじめとした当行の重要会議に出席

し取締役等から営業の報告を聞くとともに、重要な稟議書類等の閲覧、内部監査室や会計監査人からの報告聴取等を通じて、当

行の業務執行状況の監査を実施しており、経営陣に対する監視・牽制態勢の強化を図っています。

さらに、取締役会及び代表取締役からの、経営方針や経営執行に関する重要事項の連絡及び情報共有・社内調整機関として、執行

役員会を設置しています。執行役員は常勤取締役ほか合計15名であり、各業務担当役員を務めることがあります。執行役員会には、

執行役員にくわえて、関係部署長及び監査役が出席し、2週間毎に開催し、業務執行の事前協議及び周知徹底を図っています。

なお、取締役会付議事項及び代表取締役の業務執行に関する意思決定に関する審議・諮問機関として、リスク管理委員会、投資

委員会及び案件会議の3つの社内委員会を設置し、意思決定の妥当性及び透明性を担保しています。各社内委員会の概要は以下

のとおりです。

リスク管理委員会は、社長、リスク管理担当役員、経営企画担当役員、財務経理担当役員及び関係部署の部長により構成され、

定例委員会（毎月1回開催）及び臨時委員会を開催しています。リスク管理委員会は、取締役社長の諮問を受けて、リスク管理及び

ALM並びにコンプライアンスに係る事項の審議を行い、委員会としての審議結果を社長に答申します。また、リスク管理、コンプ

ライアンス・プログラムの進捗状況等について、取締役会に対し報告を行います。

投資委員会は、社長、リスク管理担当役員、経営企画担当役員、財務経理担当役員、及び関係部署の部長により構成され、定例

委員会（毎週1回開催）及び臨時委員会を開催しています。投資委員会は、社長の諮問を受けて、個別運用資産に係る投資判断等

について審議を行い、委員会としての審議結果を社長に答申します。

案件会議は、社長、リスク管理担当役員、経営企画担当役員、財務経理担当役員及び関係部署の部長により構成され、定例会議

（毎月1回開催）及び臨時会議を開催しています。案件会議は、一定の社内基準に該当する重要な新商品・新規業務に係る案件につ

き、社長の諮問を受けて審議を行い、委員会としての審議結果を社長に答申し、また会議の運営状況等を取締役会へ報告します。

また、2007年5月29日開催の取締役会において、常務執行役員の新設及び経営会議の創設を決議しています。経営会議は、

社長、副社長及び常務執行役員7名で構成されており、「取締役会決議事項事前協議」「取締役会により決定された業務運営方針に

基づく業務執行」「取締役会の権限の一部譲受」を行うことにより、経営の機動性及び効率性の向上が図られています。
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コーポレート・ガバナンス体制（2007年3月31日現在）

③内部監査及び監査役監査の状況

④会計監査の状況

当行の社外監査役のうち冨金原俊二は、他の取締役または監査役と人的関係を有さず、当行株式50株を保有する株主です。当行

の他の社外取締役及び社外監査役は、他の取締役または監査役と人的関係を有さず、また当行と資本的関係も有していません。当

行の社外取締役1名及び社外監査役1名は、それぞれ当行株主企業であるGMOインターネット株式会社及び三井住友海上火災保険

株式会社の取締役を兼務していますが、特に利害関係はありません。

なお、2007年6月28日現在では、当行の社外監査役のうち冨金原俊二は、他の取締役または監査役と人的関係を有さず、当

行株式50株を保有する株主です。当行の他の社外取締役及び社外監査役は、他の取締役または監査役と人的関係を有さず、また

当行と資本的関係も有していません。当行の社外取締役2名及び社外監査役1名は、それぞれ当行株主企業であるGMOインター

ネット株式会社、マネックス・ビーンズ・ホールディングス株式会社及び三井住友海上火災保険株式会社の取締役を兼務していま

すが、特に利害関係はありません。

2007年3月期については、当行は新日本監査法人との間で監査契約を締結し、会計監査を受けています。当期において業務

を執行した公認会計士の氏名及び会計監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりです。なお、継続監査年数については7年以

内であるため、記載を省略しています。

業務を執行した公認会計士の氏名 指定社員　業務執行社員　　秋山 正明、矢田堀 浩明、橋上 徹

会計監査業務に係る補助者の構成 公認会計士　3名、その他　6名

内部監査部署である内部監査室は、社長所管のもと被監査部署から独立した組織となっており、すべての監査対象部署及びグ

ループ会社から影響または干渉を受けることなく、内部監査業務を行っています。内部監査室の人員は4名で、取締役会の承認を

受けた内部監査規程や内部監査計画に沿い、当行内の各組織及び子会社に対して、業務運営全般における内部管理態勢の適切性

及び有効性に関する内部監査を進めています。内部監査の結果は遅滞なく社長に報告されるとともに、取締役会及び監査役会へ

報告されます。また内部監査室の指摘事項の改善状況については、3ヶ月毎に取締役会及び監査役会へ報告され、その進捗状況

を適切にモニタリングしています。内部監査室は、取締役会及び監査役会に対して3ヶ月毎にその活動状況等を報告するとともに、

監査役とは随時意見交換を行っています。さらに監査法人とも、適宜意見交換を行っています。

監査役監査は常勤監査役1名を含む監査役3名にて実施されています。監査役監査は、取締役の業務執行等の監査及び会計監査

を実施しています。監査役監査の実施に当たっては、監査方針及び監査計画を策定し、取締役会をはじめとする重要な会議への出席、

社長や経営幹部への聴取、内部監査室との意見交換、重要書類の閲覧調査等を通じ、行内各部署及びグループ会社の監査を実施し

ています。また、監査役会は会計監査人による会計監査人監査の結果について報告を受け、その適正性をチェックしています。

⑤社外取締役及び社外監査役との関係

会計監査人�
監査役会�

内部監査室�

コンプライアンス・オフィサー�

情報セキュリティ・オフィサー�

株主総会�

取締役会� アドバイザリー・コミッティー�

社長� リスク管理委員会� 案件会議� 投資委員会�

株式相談室�執行役員会�

業務執行各本部� 管理部門�

営業本部�

投資本部�

商品本部�

システム本部�

CS本部�

サービス戦略本部�

リスク管理部�

コンプライアンス推進部� リスク管理担当役員�

審査部�

経営企画部�

経理部� 財務経理担当役員�

経営企画担当役員�

総務部�
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インターネット専業銀行としてのリスク特性を
踏まえた体制を構築しています

業務運営の状況

信用リスクに関する基本方針は、「信用リスク管理規程」「投資運用リスク管理規程」及び「投資運用リスク管理取扱手続」に規定

し、これを遵守しています。当行の信用リスクの源泉は、i）役務取引等によって発生する営業債権等と、ii）資金運用業務によって

発生する運用資産であり、それぞれにおいて、金額に応じた信用供与の決定方法、ロスカットルール、モニタリングの方法及びサ

イクルを、「信用リスク管理規程」及び「投資運用リスク管理規程」に規定しています。

また、当行の運用資産のうち収益資産につきましては、新BIS規制の趣旨及び流動性リスク等を考慮して、下記のルールを規定

しており、当該ルールの遵守状況につきましては、月次で開催されるリスク管理委員会において報告しています。

a）個別案件毎のリスク量を計測し、リスク量管理を実施。さらに信用リスク総量の上限枠として、運用資産ポートフォリオ全体の

信用リスク量を自己資本対比で常時一定水準以内に制限。

b）運用資産投資に対する多角的な規制を整備（1与信先当たりの投資残高規制、1取引当たりの投資金額規制、投資資産カテゴリ

ーの集中規制、証券化不動産の地域集中規制、特定業種への集中規制、取引先の集中規制）。

当行は、決済業務を中心とした業務展開を行うインターネット専業銀行としてのリスクの特性を踏まえた実効性あるリスク管理

体制を構築しています。具体的には、リスクの源泉・運営方針・管理方針等を定めた、「リスク管理基本ポリシー」を取締役会にお

いて制定し、この基本方針のもと、個別のリスク管理に関する各種規程を制定、各部署は当該規程に従って業務を遂行しています。

当行では、リスク管理部を中心とした総合的なリスク管理体制をとっており、リスク管理担当役員統括のもと、当行グループの

総体的なリスクをリスク管理レポートとしてまとめ、月次でリスク管理委員会に、四半期毎に取締役会に報告をしています。一方、

障害や災害の発生時の対応方針については、「コンティンジェンシープラン」に規定し、不測の事態においても銀行としての公共的

使命を全うすべく、万全を期しています。

また当行では、新BIS規制の考え方をベースとして、前月末における自己資本額を当行グループが保有する各種リスクに割り当

てるキャピタル・アロケーションの手法を導入し、過度のリスク保有を制限する仕組みを構築しています。そして、別途「自己査定

規程」を制定し、決算時にはこれに基づいて適正な自己査定、償却引当を実施しています。

リスク管理体制の整備の状況

①信用リスク管理体制

市場リスクに関する基本方針を「市場リスク管理規程」「投資運用リスク管理規程」及び「投資運用リスク管理取扱手続」に規定し、

これを遵守しています。

当行の市場リスクの源泉は、i）国債・地方債・政府保証債、ii）社債、iii）株式、iv）運用資産に付随する為替、v）その他市場性のあ

る資産等、となっており、それぞれにおいて、ロスカットルール、モニタリングの方法及びサイクルを、「市場リスク管理規程」に規

定しています。

上記のキャピタル・アロケーションの手法に基づき、当該リスクにおける予想最大損失額が、各部署に賦課された自己資本金額

の範囲に収まるようリスク管理を行っており、当該ルールの遵守状況につきましては、月次で開催されるリスク管理委員会にて報

告しています。

また当行では、国債・地方債・政府保証債の管理項目は期間損益・デュレーション等とし、日次で社長、リスク管理担当役員、経

営企画担当役員及び財務経理担当役員に報告しています。

株式・社債・為替・その他市場性のある資産については月末時価（簿価含む）を月次で、リスク管理委員会に報告しています。

運用資産については、平均デュレーションが預金調達における平均デュレーションを上回らないことを基本とし、金利変動によ

る収益への影響を限定することとしています。

②市場リスク管理体制

流動性リスクに関する基本方針を「リスク管理基本ポリシー」及び「資金流動性・決済リスク管理ポリシー」に規定し、これを遵守し

ています。

③流動性リスク管理体制
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当行では「リスク管理基本ポリシー」等にのっとり、有人店舗を持たずインターネットによる非対面取引を専門に行う銀行として、

その特殊性を認識した事務リスクの管理体制を構築しています。具体的には、事務の取り扱いや権限を規定したプロシージャーや

マニュアルの制定、人為的ミスを極力排除し、効率的な事務処理を実現するためのシステム化等により、適正な人員で事務リスク

を最小化するよう努めています。特に口座開設時の本人確認や口座開設後の疑わしい取引の抽出や名寄せチェックについては、独

自のプロシージャー・マニュアルを制定し、不正取引等の防止に組織的に対応できるような態勢を構築しています。また、各部室で

実施する自主点検や、内部監査室による内部監査により、事務リスクの削減とともに、事務の改善、レベル向上を図っています。

また、前述のキャピタル・アロケーションの手法に基づき、オペレーショナルリスクに対する十分な備えとして、新BIS規制の

「基礎的手法」に基づく所要自己資本を大幅に上回る金額を当該リスクに対して保守的に配分しています。

④事務リスク管理体制

当行は、業務運営の大半をコンピュータシステムに依存していることからシステムリスクが当行のリスクの根幹との認識のもと、

管理体制を構築しています。具体的には、システムに関する規程として「情報システムリスク管理規程」を定め、これに基づき全社

的なシステムの企画、開発及び運用を厳格に実施しています。また、災害・障害時に備えてネットワーク・ハード機器の二重化や、

顧客データの隔地保管等を実施している他、災害対策センターを設置することで、速やかに業務を再開できる設計としており、よ

り信頼性の高い安全な運用を実現しています。さらに、顧客財産の保全を第一とし、業務の継続を図り、中断の範囲や期間を極小

化し、迅速かつ効率的に業務の再開を行うために、詳細な「コンティンジェンシープラン」を定めており、顧客が安心して取引でき

る体制としています。

また、インターネットに関わるリスクについては、全国銀行協会の「インターネット・バンキングにおいて留意すべき事項」及び

金融庁の「金融検査マニュアル」における「オペレーショナル・リスク管理態勢の確認検査用チェックリスト」に基づいた対策は当然

のことながら、くわえて、当行システムへの不正侵入については、ファイアウォ－ルの設置による防止やネットワーク・システムへ

の24時間365日にわたる常時監視、また別途セキュリティ対策ソフトウェアの導入等により、不測の事態を予防しています。

さらに顧客預金の安全性の一層の強化のため、他行に先駆けた先進的なセキュリティ対策（スキミング対策、フィッシング対策）

を実施しています。

⑥システムリスク管理体制

情報セキュリティリスクに関する基本方針を「情報セキュリティリスク管理規程」に規定し、これを遵守しています。社内にある

情報を重要度に応じて区分し、区分レベルに合った管理を行うとともに、情報セキュリティリスクを統括する責任部署としてセキ

ュリティ管理室を設置し、また本部別にセキュリティ担当者をそれぞれ任命するとともに行員に対する定期的な教育を実施してい

ます。

⑤情報セキュリティリスク管理体制

当行は、インターネット専業銀行という特性を踏まえ、風評リスクの管理にも特段の留意をしています。すなわちレピュテーシ

ョナルリスクの管理については、「レピュテーショナルリスク・コンティンジェンシープラン」に規定し、担当部署が平時より風評・

風説の存否を確認し、一定要件に該当した場合には、各部署が迅速に適切な対応をとれるように体制を整えています。

⑦レピュテーショナルリスク管理体制

当行では、一定のルールのもとに残高管理をする「静態的管理」と、日々の定期預金、ATM出金金額等の流動性指標をモニタリ

ングする「動態的管理」の二種類の管理手法を採り入れ、流動性リスク管理を万全なものとしています。これらの管理手法におい

ては、平常時・懸念時・危機時に分けた流動性リスク運営モードを設定、懸念時・危機時においては、「資金流動性リスク・コンティ

ンジェンシープラン」に沿った対応を行い、流動性の十分な確保や風評リスクの制御等に向けてのアクションプランを明確化して

います。
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経営の健全性を高め、社会の信用・信頼を
より確保できるよう努めていきます

業務運営の状況

当行は、銀行の公共的使命を全うするためには、高度な倫理観をもって業務を遂行するとともに、経営の健全性を高め、社会

の信用・信頼を確保することが何よりも重要な課題であると認識をしています。このため法令、諸規則を遵守することはもとよ

り、社会的規範を遵守し、確固たる倫理観に基づいた公正な行動をとることを役職員に徹底しています。

具体的な取り組みとしては、主として以下を行っています。

●取締役会において具体的な実践計画であるコンプライアンス・プログラムを承認し、定期的に進捗状況を確認、見直し

を行っています。

●全社的なコンプライアンスを統括する部署として、リスク管理担当役員のもとにコンプライアンス推進部を設置し、

社内各部署にコンプライアンス担当者を配置しています。これらにより、日常業務におけるコンプライアンス意識の

浸透を図るとともに、モニタリングを実施し月例の担当者会議で報告、情報の共有を行う体制を構築しています。

●各種の業務案件につきましては、コンプライアンス担当者及びコンプライアンス・オフィサーによるコンプライアン

ス・チェック及び法務室によるチェックを実施する体制を整備しています。また、案件会議、投資委員会及びリスク管

理委員会にはコンプライアンス推進部長が出席し、業務案件の審議を行っています。

●倫理規程、コンプライアンス・ポリシー、コンプライアンス・マニュアル等を制定し、必要に応じて見直すとともに、

研修を実施して教育・啓蒙に努めています。

コンプライアンス体制
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事業の概況（連結）

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

-2,000
2004年度� 2005年度� 2006年度�

6,911

△510

10,632

900

13,709

△544

（百万円）� 経常収益� 経常損益�

経常収益は、2006年1月に開始した全国銀行データ通信システムへの直接接続による被仕向為替手数料の獲得等

の効果が現れてきている一方で、提携証券会社への顧客紹介及び証券口座への入金サービスの提供、スポーツ振興く

じ「toto」のインターネット販売や日本中央競馬会の「即PAT」サービス、オートレースネットバンク投票の決済サービ

ス及び競輪ネットバンクサービスの決済サービスの提供等の公営競技への決済サービスの提供の増加、また、法人顧客

向けのリアルタイム決済サービスや「イーバンクジャストマッチ」の提供の開始等を背景として、電子決済サービス業

務関連収益が増加いたしました。また、従来の提携クレジットカード発行に係る受入手数料の増加にくわえ、投資信託

の販売及び管理による手数料収入、ファイナンシャル・アドバイザリー手数料等金融サービス販売業務関連収益が増加

いたしました。他方、運用資産ポートフォリオの積み上げを行ったものの、信託財産であるファンドの運用が振るわな

かったことにより、運用調達業務関連収益は減少いたしました。結果として、経常収益は137億9百万円（前連結会計

年度比28.93％増）となっております。

（注）1.2002年度及び2003年度は、連結子会社が存在しなかったため、連結財務諸表を作成しておりません。

2.連結純資産額及び連結総資産額の算定にあたり、2006年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。

3.連結自己資本比率は、2006年度から、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は国内

基準を採用しております。なお、2005年度以前は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成5年大蔵省告示第55号に定められた算式に基づき算出しております。

（注）上記「口座数」は個人口座及びビジネス口座の口座開設承認数の累計ベース

で算出（解約件数を除く）

■主要な経営指標（連結）

■損益の状況

●業績の推移
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187

471

696

1,011

1,473

2,019
（千口座）�

●口座数の推移（累計）

連結経常収益

連結経常利益（△は連結経常損失）

連結当期純利益（△は連結当期純損失）

連結純資産額

連結総資産額

連結自己資本比率（国内基準）

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

6,911

△510

△548

24,011

292,927

15.47%

10,632

900

1,034

30,362

367,395

20.20%

13,709

△544

△403

30,148

522,709

6.23%

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度

（単位：百万円）
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一方、経常費用は、業容の拡大に伴い各業務に関連する費用が総じて増加するとともに、営業経費も増加いたしま

した。くわえて、前述の信託財産であるファンドの運用が振るわなかったことにより、その他経常費用が増加し経常費

用は142億53百万円（前連結会計年度比46.46％増）となりました。その結果、経常損失は5億44百万円（前連結会

計年度は9億円の経常利益）となりました。

特別利益は、当行連結子会社であるイーバンクシステム株式会社の株式の売却益の計上及び投資運用資産の入替に

よる貸倒引当金戻入益の計上により2億40百万円（前連結会計年度比43.27％減）となる一方で、特別損失はシステ

ム関係の除却等により1億54百万円（前連結会計年度比40.15％減）となりました。その結果、税金等調整前当期純

損失は4億57百万円（前連結会計年度は10億67百万円の税金等調整前当期純利益）、当期純損失は4億3百万円（前

連結会計年度は10億34百万円の当期純利益）となりました。

預金は、顧客口座数の順調な進捗により、4,826億97百万円（前連結会計年度末比46.11％増）の当連結会計年度

末残高となりました。預け金は、資産運用方針に従って流動性・安全性に留意した結果、803億9百万円（前連結会計

年度末比38.38％減）の当連結会計年度末残高となりました。また運用調達業務についてポートフォリオの見直しを

行った結果、国債等の積み増しにより有価証券は3,133億30百万円（前連結会計年度末比143.59％増）、買入金銭

債権は282億94百万円（前連結会計年度末比44.89％増）、金銭の信託は834億96百万円（前連結会計年度末比

1.83％増）の当連結会計年度末残高となりました。なお、当連結会計年度末の総資産残高は5,227億9百万円（前連

結会計年度末比42.27％増）となっております。

キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは顧客基盤の拡大や定期預金の積み上げに

よる預金の増加額が大きく寄与し、1,397億15百万円（前連結会計年度比109.43％増）の収入となりました。投資

活動によるキャッシュ・フローは、新規サービスの開発などを精力的に行い、また、有価証券の取得を行った結果、

1,917億79百万円（前連結会計年度比166.57％増）の支出となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、

新株予約権の行使による株式の発行により、24百万円（前連結会計年度比99.66％減）の収入となりました。以上の

結果、当期の現金及び現金同等物の減少額は520億39百万円（前連結会計年度は25億51百万円の増加）となり、現

金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は783億12百万円（前連結会計年度末比39.92％減）となりました。

（注）1.上記預金残高は単体ベース

2.普通預金は「その他預金」「外貨預金」を含む

（注）上記「決済件数」は各年度の対外入金件数と、口座振替（イーバンク決済）件

数の合計を記載しております

■財政状態

■キャッシュ・フローの状況
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●預金残高の推移
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連結財務諸表
当行グループの連結計算書類は、会社法第396条第1項により、新日本監査法人の監査を受けております。当行の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書、連結キ

ャッシュ・フロー計算書、連結付属明細表は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、新日本監査法人の監査証明を

受けております。以下の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書、連結キ

ャッシュ・フロー計算書は、上記の連結財務諸表に基づいて作成しております。

■連結貸借対照表

資産の部

現金預け金

買入金銭債権

金銭の信託

有価証券

外国為替

その他資産

動産不動産

有形固定資産

建物

その他の有形固定資産

無形固定資産

ソフトウェア

ソフトウェア仮勘定

その他の無形固定資産

繰延税金資産

貸倒引当金

資産の部合計

130,351

19,527

81,994

128,629

―

6,460

821

―

―

―

―

―

―

―

19

△408

367,395

80,312

28,294

83,496

313,330

1,671

8,697

―

832

131

700

6,299

4,567

1,726

5

30

△255

522,709

2005年度
（2006年3月31日現在）

2006年度
（2007年3月31日現在）

負債の部

預金

その他負債

賞与引当金

負債の部合計

少数株主持分

少数株主持分

資本の部

資本金

資本剰余金

利益剰余金

その他有価証券評価差額金

自己株式

資本の部合計

負債、少数株主持分

及び資本の部合計

純資産の部

資本金

利益剰余金

自己株式

株主資本合計

その他有価証券評価差額金

評価・換算差額等合計

少数株主持分

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

330,343

6,320

81

336,745

287

32,310

11,232

△11,472

△1,591

△115

30,362

367,395

―

―

―

―

―

―

―

―

―

482,697

9,740

123

492,561

―

―

―

―

―

―

―

―

32,335

△642

△113

31,579

△1,724

△1,724

293

30,148

522,709

2005年度
（2006年3月31日現在）

2006年度
（2007年3月31日現在）

（単位：百万円）
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■連結損益計算書

経常収益

資金運用収益

貸出金利息

有価証券利息配当金

コールローン利息

預け金利息

その他の受入利息

役務取引等収益

その他業務収益

その他経常収益

経常費用

資金調達費用

預金利息

役務取引等費用

その他業務費用

営業経費

その他経常費用

その他の経常費用

経常利益(△は経常損失)

特別利益

貸倒引当金戻入益

関係会社株式売却益

関係会社持分変動益

特別損失

動産不動産処分損

ソフトウェア除却損

固定資産処分損

その他の特別損失

税金等調整前当期純利益(△は税金等調整前当期純損失)

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

少数株主損失

当期純利益(△は当期純損失)

10,632

1,851

16

1,186

―

2

645

3,187

370

5,223

9,732

1,622

1,622

1,069

441

6,579

19

19

900

424

22

52

350

258

31

118

―

108

1,067

52

△19

―

1,034

13,709

3,963

―

2,961

142

40

819

6,286

1,715

1,744

14,253

2,092

2,092

1,748

237

9,224

950

950

△544

240

153

87

―

154

―

―

154

―

△457

12

△11

56

△403

2005年度
（2005年4月1日～2006年3月31日）

2006年度
（2006年4月1日～2007年3月31日）

（単位：百万円）
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2006年3月31日残高

連結会計年度中の変動額

ストック・オプションの行使による増加高

当期純利益（△は当期純損失）

資本剰余金の欠損金填補（注）

持分法適用会社の減少に伴う剰余金増加高

自己株式の売却

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計

2007年3月31日残高

32,310

24

24

32,335

11,232

△11,232

△11,232

―

△11,472

△403

11,232

1

10,830

△642

△115

2

2

△113

31,954

24

△403

―

1

2

△374

31,579

△1,591

△133

△133

△1,724

△1,591

△133

△133

△1,724

287

6

6

293

30,650

24

△403

―

1

2

△127

△501

30,148

■連結剰余金計算書

（資本剰余金の部）

資本剰余金期首残高

資本剰余金増加高

増資による新株の発行

新株引受権の行使による増加高

資本剰余金期末残高

（利益剰余金の部）

利益剰余金期首残高

利益剰余金増加高

当期純利益

利益剰余金期末残高

7,806

3,425

3,422

2

11,232

△12,507

1,034

1,034

△11,472

2005年度
（2005年4月1日～2006年3月31日）

（単位：百万円）

■連結株主資本等変動計算書

株主資本 評価・換算差額等

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・
換算差額
等合計

少数株主
持分

純資産
合計

（単位：百万円）2006年度 (2006年4月1日～2007年3月31日)

（注）2006年6月の定時株主総会における損失処理項目であります。
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■連結キャッシュ・フロー計算書

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失）
減価償却費
持分法による投資損益（△）
関係会社持分変動損益（△）
貸倒引当金の増加額又は減少額（△）
賞与引当金の増加額又は減少額（△）
資金運用収益
資金調達費用
有価証券関係損益（△）
金銭の信託の運用損益（△）
動産不動産処分損益（△）
固定資産処分損益（△）
貸出金の純増（△）減
預金の純増減（△）
預け金（現金同等物を除く）の純増（△）減
外国為替（資産）の純増（△）減
買入金銭債権の純増（△）減
資金運用による収入
資金調達による支出
その他

小　計
法人税等の還付額

営業活動によるキャッシュ・フロー
Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出
有価証券の売却による収入
有価証券の償還による収入
金銭の信託の増加による支出
金銭の信託の減少による収入
動産不動産の取得による支出
有形固定資産の取得による支出
無形固定資産の取得による支出
子会社株式の売却による収入
その他

投資活動によるキャッシュ・フロー
Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入
少数株主への株式の発行による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅳ現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△）
Ⅴ現金及び現金同等物の期首残高
Ⅵ現金及び現金同等物の期末残高

1,067
1,105
△15
△350
△22
30

△1,851
1,622
△749

△3,955
31
―

600
65,929

―
―

2,126
1,493
△358
△448
66,254
455

66,710

△169,749
43,465
15,726

△39,710
77,301
△477

―
―
90

1,411
△71,941

7,182
600

7,782
2,551

127,799
130,351

△457
1,729
79
―

△153
41

△3,963
2,092

△1,863
539
―

154
―

152,354
△2,000
△1,671
△8,747
3,632

△1,907
△204

139,657
58

139,715

△271,171
55,962
35,106

△46,429
38,229

―
△520

△3,105
150
―

△191,779

24
―
24

△52,039
130,351
78,312

2005年度
（2005年4月1日～2006年3月31日）

2006年度
（2006年4月1日～2007年3月31日）

（単位：百万円）



財務データ

24

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
1. 連結の範囲に関する事項

①連結される子会社及び子法人等　2社

会社名

イーバンクシステム株式会社

eBANK Capital Management (Cayman) Ltd.

②非連結の子会社及び子法人等

該当事項はありません。

2. 持分法の適用に関する事項

①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等　1社

会社名

栄光債権回収株式会社

なお、前連結会計年度まで持分法の適用の範囲に含めておりました株

式会社アセット・リアルティ・マネジャーズは、売却により当連結会計年

度から持分法の対象から除外しております。

②持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等

該当事項はありません。

3. 連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

4. 連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項

連結される子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採

用しております。

5. のれんの償却に関する事項

該当事項はありません。

6. 子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第2条第8項及び銀行法

施行令第4条の2に基づいております。

（連結貸借対照表注記）
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）

により行っております。

なお、当連結会計年度末は、残高はありません。

3. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却

原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては、連結

決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法によ

り算定）、時価のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原

価法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により

処理しております。

4. 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産とし

て運用されている有価証券の評価は、時価法により行っております。

5. デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

6. 当行並びに連結される子会社及び子法人等の有形固定資産の減価償却は、

定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用し

ております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物：8年～50年

動産：3年～20年

7. 無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利

用のソフトウェアについては、当行並びに連結される子会社及び子法人等

で定める利用可能期間（主として5年）に基づいて償却しております。

8. 当行並びに連結される子会社及び子法人等の外貨建資産及び負債は、連結

決算日の為替相場による円換算額を付しております。

9. 当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり

計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償

却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監

査特別委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当

する債権については、一定の種類毎に分類し、合理的に算出した予想損失

率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権につい

ては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を

控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債

権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処

分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てて

おります。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査

定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査してお

り、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過

去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引

き当てております。

10. 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞

与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

11. 当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等のリース物件の所有権が

借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

12. 重要なヘッジ会計の方法

為替変動リスク・ヘッジ

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…為替予約

・ヘッジ対象…外貨建有価証券

③ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を

行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間においてヘッジ対象とヘ

ッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。

13. 当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式によっております。

14. 関係会社の株式総額（連結子会社及び連結子法人等の株式を除く） 114

百万円

15. 有形固定資産の減価償却累計額　535百万円

16. 連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機等の一部について

は、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

17. 為替決済、デリバティブ取引等の取引の担保として、有価証券56,896百

万円、信用状発行の担保として、預け金2,000百万円を差し入れておりま

す。また、その他資産のうち保証金は240百万円であります。

18. 1株当たりの純資産額　50,149円53銭

「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第4号平成14年9月25日）が平成18年1月31日付で改正され、会

社法施行日以後終了する連結会計年度から適用されることになったことに

伴い、当連結会計年度から同適用指針を適用し、1株当たりの純資産額は

「繰延ヘッジ損益」を含めて算出しております。

19. 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。こ

れらには、「有価証券」のほか、「買入金銭債権」が含まれております。以下

22.まで同様であります。

なお、上記の評価差額のうち△1,721百万円が、「その他有価証券評価

差額金」に含まれております。

その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得

原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込み

があると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照

表価額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以

下「減損処理」といいます。）しております。

なお、当連結会計年度の減損処理額は286百万円であります。また、

時価が取得価格に比べて50％程度以上下落した場合には、合理的な反証

がない限り、回復する見込みのないほど著しい下落があったものとみな

して、減損処理を行っております。さらに、たとえ50％程度を下回る下

落率であっても、下落率が30％以上の場合には時価の回復可能性の判定

を実施し、必要な減損処理を行っております。

株式

債券

国債

社債

その他

合計

562

254,436

221,740

32,696

23,042

278,041

取得原価

(百万円)

その他有価証券で時価のあるもの

連結貸借対照表

計上額(百万円)

評価差額

(百万円)

うち益

(百万円)

うち損

(百万円)

436

253,112

220,760

32,352

22,896

276,445

△126

△1,323

△980

△343

△145

△1,595

―

42

18

23

174

216

126

1,365

998

367

320

1,812
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20. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

21. 時価のない有価証券のうち、主なものの内容と連結貸借対照表計上額は、

次のとおりであります。

22. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごと

の償還予定額は次のとおりであります。

なお、住宅金融公庫債券（貸付債権担保S種及び貸付債権担保）は償還

金額が確定できないため、10年超に表示しております。

23. 金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。

24. 「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号

平成17年12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号平成17年12月9日）が会社

法施行日以後終了する連結会計年度から適用されることになったこと等か

ら、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が「無尽業法

施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第60号平成18年4月

28日）により改正され、平成18年4月1日以後開始する連結会計年度から

適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から以下のとおり表

示を変更しております。

（1）「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本、評価・換算差額等及び少

数株主持分に区分のうえ、表示しております。

なお、当連結会計年度末における従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は29,854百万円であります。

（2）純額で「繰延ヘッジ損失」（又は「繰延ヘッジ利益」）として「その他

資産」（又は「その他負債」）に計上していたヘッジ手段に係る損益又

は評価差額は、評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表

示しております。

なお、当連結会計年度末は、残高はありません。

（3）「株式等評価差額金」は、「その他有価証券評価差額金」として表示して

おります。

（4）負債の部の次に表示していた「少数株主持分」は、純資産の部に表示し

ております。

（5）「動産不動産」については、「有形固定資産」「無形固定資産」又は「その他

資産」に区分して表示しております。

①これにより、従来の「動産不動産」中の「建物土地動産」については、

「有形固定資産」中の「建物」「その他有形固定資産」として表示して

おります。

また、「動産不動産」中の保証金権利金のうち権利金は、「無形固定

資産」中の「その他の無形固定資産」に、保証金は、「その他資産」と

して表示しております。

②「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」

中の「ソフトウェア」として、また「ソフトウェア仮払金」については

「無形固定資産」中の「ソフトウェア仮勘定」として表示しております。

25. 「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第20号平成18年9月8日）が公表日以後終了する

連結会計年度に係る連結財務諸表から適用されることになったことに伴

い、当連結会計年度から同実務対応報告を適用しております。なお、これに

よる連結貸借対照表等に与える影響はありません。

26. 「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準第1

号平成14年2月21日）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第2号平成14年2月21日）が平

成17年12月27日付及び平成18年8月11日付で一部改正され、会社法の

定めが適用される処理に関して適用されることになったことに伴い、当連

結会計年度から同会計基準及び適用指針を適用しております。なお、これ

による連結貸借対照表等に与える影響はありません。

27. 「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第8号平成17

年12月27日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第11号平成17年12月27日）が会社法の施行日以

後に付与されるストック・オプション、自社株式オプション及び交付される

自社の株式について適用されることになったことに伴い、当連結会計年度

から同会計基準及び適用指針を適用しております。なお、これによる連結

貸借対照表等に与える影響はありません。

28. 「有限責任事業組合及び合同会社に対する出資者の会計処理に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第21号平成18年9月8日）が公表日以後終了す

る連結会計年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度

から同実務対応報告を適用しております。なお、これによる連結貸借対照

表等に与える影響はありません。

29.ストック・オプション等関係

（1）ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

①ストック・オプションの内容

債券

国債

社債

その他

合計

118,504

99,914

18,590

445

118,949

1年以内

(百万円)

1年超5年以内

(百万円)

5年超10年以内

(百万円)

10年超

(百万円)

58,479

39,252

19,226

19,506

77,985

22,170

17,565

4,605

12,895

35,066

89,374

64,028

25,346

12,751

102,126

その他有価証券

売却額

(百万円)

40,433

売却益の合計額

(百万円)

2,086

売却損の合計額

(百万円)

77

運用目的の金銭の信託

連結貸借対照表計上額

(百万円)

83,496

当連結会計年度の損益に含

まれた評価差額(百万円)

401

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成12年9月26日株主総会決議

取締役3名、従業員20名

普通株式　3,660株

平成12年10月13日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(1)～(8)の

通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※(2)～(5)を

満たす期間となっております。

自　平成14年10月13日　至　平成22年9月26日

(ただし権利行使条件※(1)を満たした場合)

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成13年2月22日株主総会決議

取締役2名、従業員9名

普通株式　1,750株

平成13年3月13日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(1)～(8)の

通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※(2)～(5)を

満たす期間となっております。

自　平成15年3月13日　至　平成23年2月22日

(ただし権利行使条件※(1)を満たした場合)

その他有価証券

非上場株式

非上場外国証券

事業債

みなし有価証券

優先出資証券

信託受益権（買入金銭債権）

（百万円）

606

149

35,416

524

72

28,294

連結貸借対照表計上額
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会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成13年6月18日株主総会決議①

取締役5名

普通株式　4,300株

平成13年8月20日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(2)～(4)の

通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成13年8月20日　至　平成23年6月18日

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成14年6月20日株主総会決議③

取締役1名、アドバイザリー・コミッティーメン

バー6名、コンサルタント1名

普通株式　2,600株

平成15年5月30日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(2)～(4)の

通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成15年5月30日　至　平成24年6月20日

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成14年6月20日株主総会決議④

取締役4名、従業員5名

普通株式　2,000株

平成15年6月18日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(2)～(4)の

通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成15年6月18日　至　平成24年6月20日

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成15年6月19日株主総会決議①

取締役5名、従業員2名

普通株式　8,000株

平成16年3月31日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(2)～(4)の

通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成16年3月31日　至　平成25年6月19日

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成13年6月18日株主総会決議②

従業員23名

普通株式　2,530株

平成13年8月20日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(1)～(8)の

通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※(2)～(5)を

満たす期間となっております。

自　平成15年8月20日　至　平成23年6月18日

(ただし権利行使条件※(1)を満たした場合)

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成13年9月10日株主総会決議

従業員9名

普通株式　230株

平成13年9月26日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(1)～(8)の

通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※(2)～(5)を

満たす期間となっております。

自　平成15年9月26日　至　平成23年9月10日

(ただし権利行使条件※(1)を満たした場合)

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成14年6月20日株主総会決議①

取締役4名、従業員5名

普通株式　3,400株

平成14年10月31日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(2)～(4)の

通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成14年10月31日　至　平成24年6月20日

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成14年6月20日株主総会決議②

従業員71名

普通株式　4,000株

平成14年9月30日、平成15年1月6日、

平成15年3月31日及び平成15年6月18日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(1)～(8)の

通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※(2)～(5)を

満たす期間となっております。

自 平成16年9月30日 至　平成24年6月20日、

自 平成17年1月6日 至　平成24年6月20日、

自 平成17年3月31日 至　平成24年6月20日及び

自 平成17年6月18日 至　平成24年6月20日

(ただし権利行使条件※(1)を満たした場合)
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会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成16年6月24日株主総会決議①

取締役１名

普通株式　150株

平成16年11月30日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割

当契約書」には特段定めておりませんが、権利

行使条件の中に権利確定条件とみなされる条件

が含まれております。権利行使条件は※(2)～

(4)の通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成16年11月30日　至　平成26年6月24日

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成16年6月24日株主総会決議②

コンサルタント3名

普通株式　330株

平成17年1月31日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(2)～(4)の

通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成17年1月31日　至　平成26年6月24日

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成16年6月24日株主総会決議③

取締役9名、コンサルタント2名

普通株式　7,420株

平成17年2月10日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(2)～(4)の

通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成17年2月10日　至　平成26年6月24日

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成16年6月24日株主総会決議④

コンサルタント1名

普通株式　100株

平成17年3月31日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(2)～(4)の

通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成17年3月31日　至　平成26年6月24日

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成16年6月24日株主総会決議⑤

従業員28名

普通株式　710株

平成16年10月20日、平成16年11月30日及

び平成17年1月31日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(1)～(8)の

通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※(2)～(5)を

満たす期間となっております。

自 平成18年10月20日 至　平成26年6月24日、

自 平成18年11月30日 至　平成26年6月24日及び

自 平成19年1月31日 至　平成26年6月24日

(ただし権利行使条件※(1)を満たした場合)

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成16年6月24日株主総会決議⑥

従業員6名

普通株式　2,050株

平成17年2月10日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(1)～(8)の

通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※(2)～(5)を

満たす期間となっております。

自　平成19年2月10日　至　平成26年6月24日

(ただし権利行使条件※(1)を満たした場合)

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成16年6月24日株主総会決議⑦

従業員59名

普通株式　1,240株

平成17年3月31日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(1)～(8)の

通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※(2)～(5)を

満たす期間となっております。

自　平成19年3月31日　至　平成26年6月24日

(ただし権利行使条件※(1)を満たした場合)

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成15年6月19日株主総会決議②

従業員94名

普通株式　3,940株

平成15年11月28日、平成16年2月29日及び

平成16年6月18日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割

当契約書」には特段定めておりませんが、権利

行使条件の中に権利確定条件とみなされる条件

が含まれております。権利行使条件は※(1)～

(8)の通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」の権利行使条件※(2)～

(5)を満たす期間となっております。

自 平成17年11月28日 至　平成25年6月19日、

自 平成18年2月29日 至　平成25年6月19日及び

自 平成18年6月18日 至　平成25年6月19日

(ただし権利行使条件※(1)を満たした場合)
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会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成17年6月29日株主総会決議①

取締役13名、従業員54名、コンサルタント3名

普通株式　8,460株

平成17年8月15日及び平成17年11月15日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(1)～(8)の

通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※(2)～(5)を

満たす期間となっております。

自 平成19年8月15日 至　平成27年6月29日及び

自　平成19年11月15日　至　平成27年6月29日

(ただし権利行使条件※(1)を満たした場合)

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成17年6月29日株主総会決議②

取締役1名

普通株式　2,000株

平成17年11月15日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(2)～(4)の

通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成17年11月15日　至　平成27年6月29日

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成17年6月29日株主総会決議③

従業員31名

普通株式　1,040株

平成18年3月31日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(1)～(8)の

通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※(2)～(5)を

満たす期間となっております。

自　平成20年3月31日　至　平成27年6月29日

(ただし権利行使条件※(1)を満たした場合)

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成17年6月29日株主総会決議④

従業員1名

普通株式　500株

平成18年5月1日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(1)～(8)の

通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※(2)～(5)を

満たす期間となっております。

自　平成20年5月1日　至　平成27年6月29日

(ただし権利行使条件※(1)を満たした場合)

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成18年3月6日株主総会決議②

監査役2名、従業員13名

普通株式　500株

平成18年3月31日、平成18年7月5日及び平成

19年3月5日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(1)～(8)の

通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※(2)～(5)を

満たす期間となっております。

自　平成20年3月31日　至　平成28年3月6日、

自　平成20年7月5日 至　平成28年3月6日及び

自　平成21年3月5日 至　平成28年3月6日

(ただし権利行使条件※(1)を満たした場合)

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成18年6月9日株主総会決議①

取締役9名、監査役2名、従業員163名

普通株式　5,920株

平成19年3月5日及び平成19年3月30日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(1)～(8)の

通りであります。

付与日から当行と対象者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」の権利行使条件※(2)～(5)を

満たす期間となっております。

自　平成21年3月5日 至　平成28年6月9日及び

自　平成21年3月30日　至　平成28年6月9日

(ただし権利行使条件※(1)を満たした場合)

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成18年3月6日株主総会決議①

取締役1名、監査役2名、従業員1名

普通株式　500株

平成18年3月31日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(2)～(4)の

通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成18年4月1日　至　平成28年3月6日

会社名

決議年月日

付与対象者の区分及び人数（名）

株式の種類及び付与数

付与日

権利確定条件

対象勤務期間

権利行使期間

提出会社

平成18年6月9日株主総会決議②

取締役8名、従業員2名

普通株式　2,000株

平成19年3月30日

当行と対象者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」には特段定めておりませんが、権利行使

条件の中に権利確定条件とみなされる条件が含

まれております。権利行使条件は※(2)～(4)の

通りであります。

対象勤務期間の定めはありません。

自　平成19年3月31日　至　平成28年6月9日
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※「新株予約権割当契約書」の権利行使条件

（1）行使請求期間にかかわらず、新株予約権者は、当行の株式が日本国内

の証券取引所に上場（以下「上場」といいます。）され、上場の日後1ヶ

月を経過するまでは、新株予約権を一切行使することができないもの

とします。ただし、新株予約権者は、上場の前に、当行が実質的に全て

の営業を譲渡する場合、当行を解散会社とする合併が行われる場合、

又は当行が第三者の完全子会社となる株式交換若しくは株式移転が行

われる場合には、当行の取締役会が定める一定の期間、新株予約権を

行使できます。

（2）新株予約権の発行時において当行の取締役、監査役又は従業員であっ

た新株予約権者は、新株予約権の行使時において当行、当行子会社若

しくは当行関連会社の取締役、監査役、従業員、相談役又は顧問である

ことを要します。

ただし、新株予約権者が、新株予約権の行使時において当行の取締

役、監査役、従業員、相談役又は顧問でない場合であっても、当行の取

締役若しくは監査役を任期満了若しくは法令変更に伴い退任した場

合、当行就業規則に規定する当行都合退職した場合、又は新株予約権

を行使できることについて当行取締役会の承認を得た場合にはこの限

りではありません。

（3）新株予約権の発行時において当行子会社若しくは当行関連会社の取締

役、監査役又は従業員であった対象者は、新株予約権の行使時におい

て当行、当行子会社若しくは当行関連会社の取締役、監査役、従業員、

相談役又は顧問であることを要します。

ただし、対象者が、新株予約権の行使時において当行、当行子会社若

しくは当行関連会社の取締役、監査役又は従業員でない場合であって

も、新株予約権を行使できることについて当行取締役会の承認を得た

場合にはこの限りではありません。

（4）新株予約権の発行時において当行のアドバイザリー・コミッティーメ

ンバー又は当行コンサルタントであった対象者は、新株予約権の行使

時において当行のアドバイザリー・コミッティーメンバー、又は当行

コンサルタントであることを要します。

ただし、対象者が、新株予約権の行使時において当行のアドバイザ

リー・コミッティーメンバー又は当行コンサルタントでない場合であ

っても、新株予約権を行使することについて当行取締役会の承認を得

た場合にはこの限りではありません。

（5）新株予約権者は、以下の区分にしたがって、割当を受けた新株予約権

の全部又は一部を行使することができます（ただし、かかる行使によ

り発行される株式数は1株の整数倍でなければなりません。）。

①新株予約権発行の日の2年後の応当日以降、割当を受けた新株予約

権の目的となる株式数のうち、その4分の1までについて権利を行使

することができます。

②新株予約権発行の日の3年後の応当日以降、割当を受けた新株予約

権の目的となる株式数のうち、その2分の1までについて権利を行使

することができます。

③新株予約権発行の日の4年後の応当日以降、割当を受けた新株予約

権の目的となる株式数のうち、その4分の3までについて権利を行使

することができます。

④新株予約権発行の日の5年後の応当日以降、割当を受けた新株予約

権の目的となる株式数のすべてについて権利を行使することができ

ます。

（6）新株予約権者は、一度の手続において新株予約権の全部又は一部を行

使することができます。ただし、1個の新株予約権の一部につき行使

することはできません。

（7）新株予約権者は、新株予約権の行使によって発行される株式の発行価

額の合計額が年間（1月1日から12月31日まで）金1,200万円を超え

ないように、割当を受けた新株予約権を行使しなければなりません。

（8）新株予約権者が死亡した場合は、その死亡の日から2年以内に限り、相

続人中、新株予約権を継承する者が新株予約権を行使することができ

るものとします。

②ストック・オプションの規模及びその変動状況

（イ）ストック・オプションの数

会社名

決議年月日

権利確定前

期首（株）

付与（株）

失効（株）

権利確定（株）

未確定残（株）

権利確定後

期首（株）

権利確定（株）

権利行使（株）

失効（株）

未行使残（株）

平成12年9月26日

株主総会決議

2,410

―

―

―

2,410

―

―

―

―

―

提出会社

平成13年2月22日

株主総会決議

1,280

―

―

―

1,280

―

―

―

―

―

提出会社

平成13年6月18日

株主総会決議①

―

―

―

―

―

3,875

―

―

―

3,875

提出会社

平成13年6月18日

株主総会決議②

830

―

―

―

830

―

―

―

―

―

提出会社

会社名

決議年月日

権利確定前

期首（株）

付与（株）

失効（株）

権利確定（株）

未確定残（株）

権利確定後

期首（株）

権利確定（株）

権利行使（株）

失効（株）

未行使残（株）

平成13年9月10日

株主総会決議

10

―

―

―

10

―

―

―

―

―

提出会社

平成14年6月20日

株主総会決議①

―

―

―

―

―

3,280

―

250

―

3,030

提出会社

平成14年6月20日

株主総会決議②

1,610

―

40

―

1,570

―

―

―

―

―

提出会社

平成14年6月20日

株主総会決議③

―

―

―

―

―

2,600

―

―

―

2,600

提出会社

会社名

決議年月日

権利確定前

期首（株）

付与（株）

失効（株）

権利確定（株）

未確定残（株）

権利確定後

期首（株）

権利確定（株）

権利行使（株）

失効（株）

未行使残（株）

平成14年6月20日

株主総会決議④

―

―

―

―

―

2,000

―

―

―

2,000

提出会社

平成15年6月19日

株主総会決議①

―

―

―

―

―

7,770

―

50

―

7,720

提出会社

平成15年6月19日

株主総会決議②

3,310

―

300

―

3,010

―

―

―

―

―

提出会社

平成16年6月24日

株主総会決議①

―

―

―

―

―

150

―

―

―

150

提出会社
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会社名

決議年月日

権利確定前

期首（株）

付与（株）

失効（株）

権利確定（株）

未確定残（株）

権利確定後

期首（株）

権利確定（株）

権利行使（株）

失効（株）

未行使残（株）

平成16年6月24日

株主総会決議②

―

―

―

―

―

330

―

―

―

330

提出会社

平成16年6月24日

株主総会決議③

―

―

―

―

―

7,420

―

―

―

7,420

提出会社

平成16年6月24日

株主総会決議④

―

―

―

―

―

100

―

―

―

100

提出会社

平成16年6月24日

株主総会決議⑤

650

―

20

―

630

―

―

―

―

―

提出会社

会社名

決議年月日

権利行使価格(円)

行使時平均株価(円)

平成12年9月26日

株主総会決議

60,000

―

提出会社

平成13年2月22日

株主総会決議

65,000

―

提出会社

平成13年6月18日

株主総会決議①

71,500

―

提出会社

平成13年6月18日

株主総会決議②

65,000

―

提出会社

会社名

決議年月日

権利行使価格(円)

行使時平均株価(円)

平成13年9月10日

株主総会決議

65,000

―

提出会社

平成14年6月20日

株主総会決議①

82,500

―

提出会社

平成14年6月20日

株主総会決議②

75,000

―

提出会社

平成14年6月20日

株主総会決議③

82,500

―

提出会社

会社名

決議年月日

権利行使価格(円)

行使時平均株価(円)

平成14年6月20日

株主総会決議④

82,500

―

提出会社

平成15年6月19日

株主総会決議①

75,000

―

提出会社

平成15年6月19日

株主総会決議②

75,000

―

提出会社

平成16年6月24日

株主総会決議①

88,000

―

提出会社

会社名

決議年月日

権利行使価格(円)

行使時平均株価(円)

平成16年6月24日

株主総会決議②

88,000

―

提出会社

平成16年6月24日

株主総会決議③

100,000

―

提出会社

平成16年6月24日

株主総会決議④

140,000

―

提出会社

平成16年6月24日

株主総会決議⑤

88,000

―

提出会社

会社名

決議年月日

権利行使価格(円)

行使時平均株価(円)

平成16年6月24日

株主総会決議⑥

100,000

―

提出会社

平成16年6月24日

株主総会決議⑦

140,000

―

提出会社

平成17年6月29日

株主総会決議①

150,000

―

提出会社

平成17年6月29日

株主総会決議②

150,000

―

提出会社

会社名

決議年月日

権利行使価格(円)

行使時平均株価(円)

付与日における公

正な評価単価(円)

平成17年6月29日

株主総会決議④

200,000

―

―

提出会社

平成18年3月6日

株主総会決議②

200,000

―

―

提出会社

平成18年6月9日

株主総会決議①

200,000

―

―

提出会社

平成18年6月9日

株主総会決議②

200,000

―

―

提出会社

会社名

決議年月日

権利行使価格(円)

行使時平均株価(円)

平成17年6月29日

株主総会決議③

200,000

―

提出会社

平成18年3月6日

株主総会決議①

200,000

―

平成18年3月6日

株主総会決議②

200,000

―

提出会社 提出会社

会社名

決議年月日

権利確定前

期首（株）

付与（株）

失効（株）

権利確定（株）

未確定残（株）

権利確定後

期首（株）

権利確定（株）

権利行使（株）

失効（株）

未行使残（株）

平成16年6月24日

株主総会決議⑥

2,000

―

400

―

1,600

―

―

―

―

―

提出会社

平成16年6月24日

株主総会決議⑦

1,100

―

20

―

1,080

―

―

―

―

―

提出会社

平成17年6月29日

株主総会決議①

8,380

―

380

―

8,000

―

―

―

―

―

提出会社

平成17年6月29日

株主総会決議②

―

―

―

―

―

2,000

―

―

―

2,000

提出会社

会社名

決議年月日

権利確定前

期首（株）

付与（株）

失効（株）

権利確定（株）

未確定残（株）

権利確定後

期首（株）

権利確定（株）

権利行使（株）

失効（株）

未行使残（株）

平成17年6月29日

株主総会決議③

1,040

―

360

―

680

―

―

―

―

―

提出会社

平成17年6月29日

株主総会決議④

―

500

―

―

500

―

―

―

―

―

提出会社

平成18年3月6日

株主総会決議①

―

―

―

―

―

450

―

―

―

450

提出会社

平成18年3月6日

株主総会決議②

290

210

―

―

500

―

―

―

―

―

提出会社

会社名

決議年月日

権利確定前

期首（株）

付与（株）

失効（株）

権利確定（株）

未確定残（株）

権利確定後

期首（株）

権利確定（株）

権利行使（株）

失効（株）

未行使残（株）

平成18年6月9日

株主総会決議①

―

5,920

―

―

5,920

―

―

―

―

―

提出会社

平成18年6月9日

株主総会決議②

―

2,000

―

2,000

―

―

2,000

―

―

2,000

提出会社

（ロ）単価情報

（2）ストック・オプションの公正な評価単位の見積方法

当連結会計年度に付与されたストック・オプションの単価は、未公開

企業であるため単位当たりの本源的価値を見積もる方法により算定し

ております。

なお、本源的価値を算出するための基礎となった、算定時点におけ

る自社の株式の評価額は、割引キャッシュ・フロー法によっております。

（3）ストック・オプションの単位当たり本源的価値により算定を行う場合の

当連結会計年度末における本源的価値の合計額及び権利行使されたス

トック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

①当連結会計年度末における本源的価値の合計額 ―百万円

②当連結会計年度において権利行使された本源的価値の合計額

―百万円

（注）上記（2）、（3）ついては、「ストック・オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準第8号平成17年12月27日）に基づき会社法施行日以後

に付与されたストック・オプションについて記載の対象としております。
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（連結損益計算書注記）
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 1株当たりの当期純損失金額　677円18銭

3. 「その他経常費用」には、株式等償却286百万円を含んでおります。

（連結株主資本等変動計算書注記）
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 発行済株式の種類及び株式数並びに自己株式の種類及び株式数は、次のと

おりであります。

3. 発行している新株予約権及び自己新株予約権に関する事項は、次のとおり

であります。

（注）当行は未公開企業であり付与時の「単位当たりの本源的価値」は0で

あるため、当連結会計年度末残高はありません。

4. 「株主資本等変動計算書に関する会計基準」（企業会計基準第6号平成17年

12月27日）及び「株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第9号平成17年12月27日）が会社法施行日以後終了

する連結会計年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年

度から同会計基準及び適用指針を適用し、従来の連結剰余金計算書に替え

て連結株主資本等変動計算書を作成しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書注記）
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の

「現金預け金」のうち、定期預け金以外のものであります。

3. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

現金預け金勘定 80,312百万円

定期預け金 △2,000百万円

現金及び現金同等物 78,312百万円

4. 「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が「無尽業法施行

細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第60号平成18年4月28日）

により改正され、平成18年4月1日以後開始する事業年度から適用される

ことになったこと等に伴い、当連結会計年度から以下のとおり表示を変更

しております。

「動産不動産処分損益（△）」は、連結貸借対照表の「動産不動産」が「有形

固定資産」「無形固定資産」等に区分されたことに伴い、「固定資産処分損益

（△）」等として表示しております。また、「動産不動産の取得による支出」は

「有形固定資産の取得による支出」等として表示しております。

発行済株式

普通株式

合計

自己株式

普通株式

合計

596,076

596,076

1,082

1,082

前連結会計年度末

株式数

（単位：株）

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度末

株式数
摘要

300

300

―

―

―

―

25

25

596,376

596,376

1,057

1,057

区分 摘要

（注）

新株予約

権の内訳

新株予約権の

目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）

前連結会

計年度末

当連結

会計年度末

当連結会計

年度末残高

（百万円）

当連結会計年度

増加 減少

ストック・

オプション

としての新

株予約権

当行

合計

― ―

― ―
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〈1.事業の種類別セグメント情報〉

・2005年度（2005年4月1日～2006年3月31日）

連結会社は銀行業以外に一部でソフトウェア受託開発業の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメント

に占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

・2006年度（2006年4月1日～2007年3月31日）

連結会社は銀行業以外に一部で証券業及びソフトウェア受託開発業の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セ

グメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

〈2.所在地別セグメント情報〉

・2005年度（2005年4月1日～2006年3月31日）

全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているた

め、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

・2006年度（2006年4月1日～2007年3月31日）

全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているた

め、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

〈3.海外経常収益〉

・2005年度（2005年4月1日～2006年3月31日）

海外経常収益が連結経常収益の10％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。

・2006年度（2006年4月1日～2007年3月31日）

海外経常収益が連結経常収益の10％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。

■セグメント情報
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■銀行法に基づくリスク管理債権

（リスク管理債権、資産査定）

破綻先債権額

延滞債権額

3ケ月以上延滞債権額

貸出条件緩和債権額

合計

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

（単位：百万円）

2005年度 2006年度

■金融再生法に基づく資産査定

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

正常債権

合計

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

（単位：百万円）

（注）上記は、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づくものであります。
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事業の概況（単体）

■損益の状況
経常収益は、18ページで掲載した各種取り組み等により、結果として135億90百万円（前事業年度比28.79％増）

となりました。

一方、経常費用は、19ページに掲載した理由等により、139億58百万円（前事業年度比45.44％増）となりました。

その結果、経常損失は3億68百万円（前事業年度は9億54百万円の経常利益）となりました。

また、特別利益は、2億90百万円となる一方で、特別損失は1億56百万円となりました。

その結果、税金等調整前当期純損失は2億34百万円（前事業年度は7億95百万円の税金等調整前当期純利益）、当期

純損失は2億36百万円（前事業年度は7億86百万円の当期純利益）となりました。

■財政状態
預金は、顧客口座数の順調な増加により、当事業年度末において4,831億30百万円（前事業年度末比45.95％増）

となりました。預け金は、資産運用方針に従って流動性・安全性に留意した結果、当事業年度末において801億78百

万円（前事業年度末比38.45％減）となりました。また運用調達業務についてポートフォリオの見直しを行った結果、

当事業年度末において国債等の積み増しにより有価証券は3,136億80百万円（前事業年度末比143.29％増）、買入

金銭債権は282億94百万円（前事業年度末比44.89％増）、金銭の信託は834億96百万円（前事業年度末比1.83％

増）の当連結会計年度末残高となりました。なお、当事業年度末の総資産残高は5,229億48百万円（前事業年度末比

42.24％増）となっております。

■主要な経営指標

（注）1.純資産額及び総資産額の算定にあたり、2006年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。

2.貸出金残高は、貸付債権の購入によるものであります。

3.単体自己資本比率は、2006年度から、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は国内

基準を採用しております。なお、2005年度以前は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成5年大蔵省告示第55号に定められた算式に基づき算出しております。

4.従業員数は嘱託及び臨時従業員を含んでおりません。

経常収益

経常利益（△は経常損失）

当期純利益（△は当期純損失）

資本金

発行済株式の総数 普通株式

A種優先株式

純資産額

総資産額

預金残高

貸出金残高

有価証券残高

単体自己資本比率（国内基準）

配当性向

従業員数（期末時点）

677

△4,164

△4,284

12,336

271千株

－

3,335

15,597

11,602

－

34

58.36%

－

72人

2,865

△2,599

△2,958

21,064

423千株

1千株

9,638

169,453

158,013

－

10,017

12.64%

－

70人

6,911

△424

△461

28,550

555千株

1千株

24,160

293,130

264,489

600

14,897

15.54%

－

91人

10,551

954

786

32,310

596千株

－

30,318

367,650

331,020

－

128,931

19.94%

－

131人

13,590

△368

△236

32,335

596千株

－

29,972

522,948

483,130

－

313,680

6.15%

－

175人

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度

（単位：百万円）
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財務諸表
当行の計算書類は、会社法第396条第1項により、新日本監査法人の監査を受けております。当行の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び株主資本等変動計算書、付属明細表は、証券取引法第193条の2

の規定に基づき、新日本監査法人の監査証明を受けております。以下の貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び

株主資本等変動計算書は、上記の財務諸表に基づいて作成しております。

■貸借対照表

資産の部

現金預け金

現金

預け金

買入金銭債権

金銭の信託

有価証券

国債

社債

株式

その他の証券

外国為替

外国他店預け

その他資産

未決済為替貸

前払費用

未収収益

金融派生商品

ソフトウェア

ソフトウェア仮払金

その他の資産

動産不動産

土地建物動産

保証金権利金

有形固定資産

建物

その他の有形固定資産

無形固定資産

ソフトウェア

ソフトウェア仮勘定

その他の無形固定資産

貸倒引当金

資産の部合計

130,280

2

130,278

19,527

81,994

128,931

59,178

56,368

2,290

11,093

―

―

6,529

377

113

482

186

4,181

218

968

796

649

147

―

―

―

―

―

―

―

△408

367,650

80,180

2

80,178

28,294

83,496

313,680

220,760

67,768

1,457

23,693

1,671

1,671

8,564

1,836

293

1,169

1,862

―

―

3,402

―

―

―

742

85

656

6,573

4,728

1,839

5

△255

522,948

2005年度
（2006年3月31日現在）

2006年度
（2007年3月31日現在）

負債の部

預金

普通預金

定期預金

その他の預金

その他負債

未決済為替借

未払法人税等

未払費用

前受収益

金融派生商品

その他の負債

賞与引当金

負債の部合計

資本の部

資本金

資本剰余金

資本準備金

利益剰余金

当期未処理損失

その他有価証券評価差額金

資本の部合計

負債及び資本の部合計

純資産の部

資本金

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

株主資本合計

その他有価証券評価差額金

評価・換算差額等合計

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

331,020

96,775

233,870

374

6,240

349

70

3,434

1,466

25

894

70

337,331

32,310

11,232

11,232

△11,632

11,632

△1,591

30,318

367,650

―

―

―

―

―

―

―

―

―

483,130

152,433

327,193

3,503

9,736

1,853

25

3,867

1,343

1,335

1,310

108

492,976

―

―

―

―

―

―

―

―

32,335

△637

△637

△637

31,697

△1,724

△1,724

29,972

522,948

2005年度
（2006年3月31日現在）

2006年度
（2007年3月31日現在）

（単位：百万円）
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■損益計算書

経常収益
資金運用収益

貸出金利息
有価証券利息配当金
コールローン利息
預け金利息
その他の受入利息

役務取引等収益
受入為替手数料
その他の役務収益

その他業務収益
国債等債券売却益
その他の業務収益

その他経常収益
株式等売却益
金銭の信託運用益
その他の経常収益

経常費用
資金調達費用

預金利息
役務取引等費用

支払為替手数料
その他の役務費用

その他業務費用
外国為替売買損
その他の業務費用

営業経費
その他経常費用

株式等売却損
株式等償却
金銭の信託運用損
その他の経常費用

経常利益（△は経常損失）
特別利益

貸倒引当金戻入益
関係会社株式売却益

特別損失
動産不動産処分損
ソフトウェア除却損
固定資産処分損
その他の特別損失

税引前当期純利益（△は税引前当期純損失）
法人税、住民税及び事業税
当期純利益（△は当期純損失）
前期繰越損失
当期未処理損失

10,551
1,851
16

1,186
―
2

645
3,176
479

2,697
370
60
309

5,152
659

3,955
537

9,597
1,622
1,622
1,069
437
631
441
426
14

6,444
19
8
―
―
10
954
104
22
82
263
31
123
―

108
795
8

786
12,419
11,632

13,590
3,963

―
2,961
142
40
819

6,236
1,305
4,930
1,715
626

1,089
1,675
1,499

―
175

13,958
2,092
2,092
1,748
645

1,102
237
169
67

9,009
870
10
286
539
34

△368
290
153
137
156
―
―

156
―

△234
2

△236
―
―

2005年度
（2005年4月1日～2006年3月31日）

2006年度
（2006年4月1日～2007年3月31日）

（単位：百万円）
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2006年3月31日残高

事業年度中の変動額

ストック・オプションの行使による増加高

当期純利益（△は当期純損失）

資本準備金減少及びその他資本剰余金増加（注）

資本剰余金の欠損金填補（注）

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計

2007年3月31日残高

32,310

24

24

32,335

11,232

△11,232

△11,232

―

―

11,232

△11,232

―

―

11,232

―

―

―

△11,232

△11,232

―

△11,632

△236

11,232

10,995

△637

△11,632

―

△236

―

11,232

10,995

△637

31,910

24

△236

―

―

△212

31,697

△1,591

△133

△133

△1,724

△1,591

△133

△133

△1,724

■損失処理計算書

Ⅰ　当期未処理損失

Ⅱ　損失処理額

1 資本準備金取崩額

Ⅲ　次期繰越損失

11,632

11,232

400

前事業年度
株主総会承認日
(2006年6月9日)

金額(百万円)区分

（単位：百万円）

■株主資本等変動計算書

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

評価・換算差額等

資本金 資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

その他利
益剰余金

繰越利益
剰余金

利益
剰余金
合計

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

評価・
換算差額
等合計

30,318

24

△236

―

―

△133

△345

29,972

純資産
合計

（単位：百万円）2006年度 (2006年4月1日～2007年3月31日)

（注）2006年6月の定時株主総会における損失処理項目であります。
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（貸借対照表注記）
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）

により行っております。

なお、当期末は、残高はありません。

3. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却

原価法（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移

動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては

決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法によ

り算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価

法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により

処理しております。

4. 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産とし

て運用されている有価証券の評価は、時価法により行っております。

5. デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

6. 有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物：8年～50年

動産：3年～20年

7. 無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利

用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（5年）に基づい

て償却しております。

8. 外貨建資産及び負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しておりま

す。

9. 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上して

おります。

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償

却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監

査特別委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当

する債権については、一定の種類毎に分類し、合理的に算出した予想損失

率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権につい

ては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を

控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債

権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処

分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てて

おります。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査

定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査してお

り、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

10. 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞

与の支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上しております。

11. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によって

おります。

12. ヘッジ会計の方法

為替変動リスク・ヘッジ

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…為替予約

・ヘッジ対象…外貨建有価証券

③ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を

行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間においてヘッジ対象とヘ

ッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。

13. 消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式に

よっております。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当期

の費用に計上しております。

14. 関係会社の株式総額 465百万円

15. 関係会社に対する金銭債権総額 360百万円

16. 関係会社に対する金銭債務総額 1,203百万円

17. 有形固定資産の減価償却累計額　　520百万円

18. 貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機等の一部については、

所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

19. 為替決済、デリバティブ取引等の取引の担保として、有価証券56,896百

万円、信用状発行の担保として、預け金2,000百万円を差し入れておりま

す。また、その他資産のうち保証金は169百万円であります。

20. 1株当たりの純資産額　50,258円30銭

「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第4号平成14年9月25日）が平成18年1月31日付で改正され、会社

法施行日以後終了する事業年度から適用されることになったことに伴い、

当期から同適用指針を適用し、1株当たりの純資産額は「繰延ヘッジ損益」

を含めて算出しております。

21. 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。こ

れらには、「国債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「買入金銭債権」が

含まれております。以下24.まで同様であります。

なお、上記の評価差額のうち△1,721百万円が、「その他有価証券評価差

額金」に含まれております。

その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原

価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあ

ると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表価額とす

るとともに、評価差額を当期の損失として処理（以下「減損処理」といいま

す。）しております。

なお、当期の減損処理額は286百万円であります。また、時価が取得価

格に比べて50％程度以上下落した場合には、合理的な反証がない限り、回

復する見込みのないほど著しい下落があったものとみなして、減損処理を

行っております。さらに、たとえ50％程度を下回る下落率であっても、下

落率が30％以上の場合には時価の回復可能性の判定を実施し、必要な減損

処理を行っております。

22. 当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

23. 時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次の

とおりであります。

株式

債券

国債

社債

その他

合計

562

254,436

221,740

32,696

23,042

278,041

取得原価

(百万円)

その他有価証券で時価のあるもの

連結貸借対照表

計上額(百万円)

評価差額

(百万円)

うち益

(百万円)

うち損

(百万円)

436

253,112

220,760

32,352

22,896

276,445

△126

△1,323

△980

△343

△145

△1,595

―

42

18

23

174

216

126

1,365

998

367

320

1,812

その他有価証券

売却額

(百万円)

40,433

売却益の合計額

(百万円)

2,126

売却損の合計額

(百万円)

77

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式

子会社・子法人等株式

関連法人等株式

その他有価証券

非上場株式

非上場外国証券

事業債

みなし有価証券

優先出資証券

信託受益権（買入金銭債権）

130

335

606

149

35,416

524

72

28,294

金額(百万円)
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24. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごと

の償還予定額は次のとおりであります。

なお、住宅金融公庫債券（貸付債権担保S種及び貸付債権担保）は償還金

額が確定できないため、10年超に表示しております。

25. 金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。

26. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以

下のとおりであります。

繰延税金資産 （百万円）

税務上の繰越欠損金 4,195

貸倒引当金損金算入限度超過額 103

税務上の繰延資産の減価償却超過額 43

未払事業税 8

賞与引当金 44

前受収益 340

その他有価証券評価差額金 701

その他 52

繰延税金資産小計 5,490

評価性引当額 △5,490

繰延税金資産合計 ―

27. 「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号

平成17年12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号平成17年12月9日）が会社

法施行日以後終了する事業年度から適用されることになったこと等から、

「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が「無尽業法施行

細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第60号平成18年4月28日）

により改正され、平成18年4月1日以後開始する事業年度から適用される

ことになったことに伴い、当期から以下のとおり表示を変更しております。

（1）「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本、評価・換算差額等に区分

のうえ、表示しております。

なお、当期末における従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

29,972百万円であります。

（2）「利益剰余金」に内訳表示していた「当期未処理損失」は、「その他利益

剰余金」の「繰越利益剰余金」として表示しております。

（3）純額で「繰延ヘッジ損失」（又は「繰延ヘッジ利益」）として「その他資産」

（又は「その他負債」）に計上していたヘッジ手段に係る損益又は評価差

額は、評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表示しており

ます。

なお、当期末は、残高はありません。

（4）「株式等評価差額金」は、「その他有価証券評価差額金」として表示して

おります。

（5）「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」又は「その他資産」

に区分して表示しております。

①「動産不動産」中の「土地建物動産」は、「有形固定資産」中の「建物」

「その他有形固定資産」に区分表示しております。

②「動産不動産」中の「保証金権利金」のうち権利金は、「無形固定資産」

中の「その他の無形固定資産」として、保証金は、「その他資産」中の

「その他の資産」として表示しております。

③「その他資産」中の「その他の資産」に含めて表示していたソフトウ

ェアは、「無形固定資産」中の「ソフトウェア」に区分表示し、「ソフト

ウェア仮払金」は、「無形固定資産」中の「ソフトウェア仮勘定」として

表示しております。

28. 「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準第1

号平成14年2月21日）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第2号平成14年2月21日）が平

成17年12月27日付及び平成18年8月11日付で一部改正され、会社法の

定めが適用される処理に関して適用されることになったことに伴い、当期

から同会計基準及び適用指針を適用しております。なお、これによる貸借

対照表等に与える影響はありません。

29. 「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第8号平成17

年12月27日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第11号平成17年12月27日）が会社法の施行日以

後に付与されるストック・オプション、自社株式オプション及び交付される

自社の株式について適用されることになったことに伴い、当期から同会計

基準及び適用指針を適用しております。なお、これによる貸借対照表等に

与える影響はありません。

30. 「有限責任事業組合及び合同会社に対する出資者の会計処理に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第21号平成18年9月8日）が公表日以後終了す

る事業年度から適用されることになったことに伴い、当期から同実務対応

報告を適用しております。なお、これによる貸借対照表等に与える影響は

ありません。

（損益計算書注記）
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 16百万円

役務取引等に係る収益総額 0百万円

その他業務・その他経常取引に係る収益総額 ―百万円

その他の取引に係る収益総額 ―百万円

関係会社との取引による費用

資金調達取引に係る費用総額 0百万円

役務取引等に係る費用総額 ―百万円

その他業務・その他経常取引に係る費用総額 308百万円

その他の取引に係る費用総額 ―百万円

3. 1株当たりの当期純損失金額　　397円30銭

4. 従来は損益計算書の末尾において当期未処分利益の計算を表示しておりま

したが、当期より株主資本等変動計算書を作成し、資本金、準備金及び剰

余金の状況を表示しております。なお、これにともない、利益処分計算書は

当期より作成しておりません。

5. 関連当事者との取引

（1）親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。

（2）子会社・子法人等及び関連法人等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）1ソフトウェア開発の委託の価格及びその他の取引条件は、当行と

関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

2取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税

等を含めております。

（3）兄弟会社等

該当事項はありません。

（株主資本等変動計算書注記）
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. ｢株主資本等変動計算書に関する会計基準｣（企業会計基準第6号平成17年

12月27日）及び「株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第9号平成17年12月27日）が会社法施行日以後

終了する事業年度から適用されることになったことに伴い、当期から同会

計基準及び適用指針を適用し、株主資本等変動計算書を作成しております。

子会社

属性

イーバンク

システム

株式会社

会社等

の名称

（単位：百万円）

議決権等の

（被所有）

割合

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引

金額

所有

直接

53.3％

役員の

兼任

ソフト

ウェア

開発の委託

（注1）

3,795

科目

未払金

及び

未払費用

当期末

残高

770

債券

国債

社債

その他

合計

118,504

99,914

18,590

445

118,949

1年以内

(百万円)

1年超5年以内

(百万円)

5年超10年以内

(百万円)

10年超

(百万円)

58,479

39,252

19,226

19,506

77,985

22,170

17,565

4,605

12,895

35,066

89,374

64,028

25,346

12,751

102,126

運用目的の金銭の信託

運用目的の金銭の信託

貸借対照表計上額

(百万円)

83,496

当期の損益に含まれた

評価差額(百万円)

401



2005年度

利回り

2006年度

国内業務部門

国際業務部門

合計

資金運用勘定

うち有価証券

うち預け金

資金調達勘定

うち預金

資金運用勘定

うち有価証券

うち預け金

資金調達勘定

うち預金

資金運用勘定

うち有価証券

うち預け金

資金調達勘定

うち預金

1.40％

1.82％

0.08％

0.52％

0.52％

1.78％

1.78％

―

3.83％

3.83％

1.42％

1.81％

0.08％

0.53％

0.53％

1.18％

1.98％

0.00％

0.53％

0.53％

0.69％

0.69％

―

―

―

1.14％

1.73％

0.00％

0.53％

0.53％

2005年度

利息

2006年度

3,800

2,798

40

1,657

1,657

162

162

―

12

12

3,963

2,961

40

1,669

1,669

1,758

1,093

2

1,155

1,155

92

92

―

―

―

1,851

1,186

2

1,155

1,155

2005年度

平均残高

2006年度

270,052

153,766

49,398

312,976

312,976

9,109

9,109

―

318

318

279,161

162,875

49,398

313,295

313,295

148,260

55,018

72,763

216,325

216,325

13,455

13,455

―

―

―

161,715

68,473

72,763

216,325

216,325

財務データ
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損益の状況

2005年度 2006年度

■粗利益

資金運用収支

役務取引等収支

その他業務収支

業務粗利益

業務粗利益率

2,293

4,487

1,478

8,258

2.95%

695

2,107

△71

2,732

1.68%

（単位：百万円）

（注）1.業務粗利益＝（資金運用収支＋金銭の信託運用見合費用）＋役務取引等収支＋その他業務収支

2.業務粗利益率は業務粗利益の年度換算額を資金運用勘定平均残高で除して算出しております。

2005年度 2006年度

■業務純益

業務純益

実質業務純益

△750

△1,712

△3,712

△223

（単位：百万円）

■資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回り
（単位：百万円）

（注）実質業務純益＝業務粗利益－経費（除く臨時処理分）－一般貸倒引当金繰入額＋金銭の信託運用損益

（注）資金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息を控除しております。
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2005年度

合　計

2006年度

受取利息

支払利息

残高による増減

利率による増減

純増減

残高による増減

利率による増減

純増減

1,646

465

2,111

536

△22

514

1,081

0

1,081

509

△156

352

2005年度

国際業務部門

2006年度

△17

87

69

12

―

12

92

―

92

―

―

―

2005年度

国内業務部門

2006年度

1,664

377

2,042

524

△22

502

988

0

988

509

△156

352

■受取利息・支払利息の分析
（単位：百万円）

（注）1.残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しております。

2005年度

合　計

2006年度

役務取引等収益

役務取引等費用

6,236

1,748

3,176

1,069

2005年度

国際業務部門

2006年度

―

―

―

―

2005年度

国内業務部門

2006年度

6,236

1,748

3,176

1,069

■役務取引の状況
（単位：百万円）

2005年度

合　計

2006年度

その他業務収益

その他業務費用

1,715

237

370

441

2005年度

国際業務部門

2006年度

―

―

―

―

2005年度

国内業務部門

2006年度

1,715

237

370

441

■その他業務の状況
（単位：百万円）
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2005年度 2006年度

■営業経費の内訳

給料・手当

退職給付費用

福利厚生費

減価償却費

土地建物機械賃借料

営繕費

消耗品費

給水光熱費

旅費

通信費

広告宣伝費

租税公課

その他

合計

1,321

―

155

1,743

724

384

125

14

42

574

703

325

2,893

9,009

823

―

105

1,109

700

372

90

7

26

420

404

367

2,016

6,444

（単位：百万円）

2005年度 2006年度

■利益率

総資産経常利益率

資本経常利益率

総資産当期純利益率

資本当期純利益率

―

―

―

―

0.28％

3.50％

0.23％

2.88％

（注）2006年度は経常損失、当期純損失となったため、利益率はいずれも記載しておりません。

2005年度

合　計

2006年度

資金運用利回り

資金調達原価

総資金利鞘

1.42％

3.40％

△1.98％

1.14％

3.51％

△2.36％

2005年度

国際業務部門

2006年度

1.78％

―

1.78％

0.69％

―

0.69％

2005年度

国内業務部門

2006年度

1.40％

3.40％

△2.00％

1.18％

3.51％

△2.32％

■利鞘
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2005年度

合　計

2006年度

流動性預金

定期性預金

うち固定金利定期預金

うち変動金利定期預金

その他

計

譲渡性預金

合計

155,937

327,193

327,193

―

―

483,130

―

483,130

97,149

233,870

233,870

―

―

331,020

―

331,020

2005年度

国際業務部門

2006年度

2,831

―

―

―

―

2,831 

―

2,831 

―

―

―

―

―

―

―

―

2005年度

国内業務部門

2006年度

153,105

327,193

327,193

―

―

480,298

―

480,298

97,149

233,870

233,870

―

―

331,020

―

331,020

■預金科目別残高

（単位：百万円）

業務の状況

(預金に関する指標）

〈期末残高〉

2005年度

合　計

2006年度

流動性預金

定期性預金

うち固定金利定期預金

うち変動金利定期預金

その他

計

譲渡性預金

合計

128,320

264,711

264,711

―

―

393,031

―

393,031

73,755

230,641

230,641

―

―

304,396

―

304,396

2005年度

国際業務部門

2006年度

318

―

―

―

―

318

―

318

―

―

―

―

―

―

―

―

2005年度

国内業務部門

2006年度

128,001

264,711

264,711

―

―

392,713

―

392,713

73,755

230,641

230,641

―

―

304,396

―

304,396

（単位：百万円）〈平均残高〉

4ケ月以上
6ケ月以下

3ケ月以下2005年度

固定金利定期預金

変動金利定期預金

合計

233,870

―

233,870

71,324

―

71,324

58,035

―

58,035

19,689

―

19,689

17,231

―

17,231

14,297

―

14,297

53,292

―

53,292

■定期預金残存期間別残高

7ケ月以上
1年以下

1年超
2年以下

2年超
3年以下

3年超 合計

4ケ月以上
6ケ月以下

3ケ月以下2006年度

固定金利定期預金

変動金利定期預金

合計

327,193

―

327,193

97,393

―

97,393

30,585

―

30,585

50,662

―

50,662

63,644

―

63,644

50,233

―

50,233

34,673

―

34,673

7ケ月以上
1年以下

1年超
2年以下

2年超
3年以下

3年超 合計

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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2005年度

合　計

2006年度

手形貸付

証書貸付

割引手形

当座貸越

合計

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

2005年度

国際業務部門

2006年度

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

2005年度

国内業務部門

2006年度

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

■貸出金科目別残高

（単位：百万円）

（貸出金等に関する指標）

〈期末残高〉

2005年度

合　計

2006年度

手形貸付

証書貸付

割引手形

当座貸越

合計

―

―

―

―

―

―

141

―

―

141

2005年度

国際業務部門

2006年度

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

2005年度

国内業務部門

2006年度

―

―

―

―

―

―

141

―

―

141

（単位：百万円）〈平均残高〉

該当事項はありません。

■貸出金残存期間別残高

該当事項はありません。

■貸出金業種別内訳

該当事項はありません。

■貸出金使途別内訳

該当事項はありません。

■中小企業等に対する貸出金

該当事項はありません。

■貸出金担保別内訳

該当事項はありません。

■支払承諾内訳

該当事項はありません。

■支払承諾見返の担保別内訳

該当事項はありません。

■特定海外債権残高

2005年度

合　計

2006年度

貸出金（A）

預金（B）

預貸率（A）／（B）

期中平均

預貸率 ―

―

―

―

―

331,020

―

0.04%

2005年度

国際業務部門

2006年度

―

―

―

―

―

―

―

―

2005年度

国内業務部門

2006年度

―

―

―

―

―

331,020

―

0.04%

■貸出金の預金に対する比率
（単位：百万円）
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該当事項はありません。

■貸出金償却額

2005年度 2006年度

当期減少額 当期減少額

期末残高

■貸倒引当金内訳

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

特定海外債権引当勘定

255

―

―

その他

408

―

―

目的使用

―

0

―

当期増加額

255

―

―

期首残高

408

0

―

期末残高

408

0

―

その他

430

―

―

目的使用

―

―

―

当期増加額

408

0

―

期首残高

430

―

―

（単位：百万円）

■有価証券の時価情報

国債

貸借対照表計上額

100

時　価

100

差　額

0

うち益

0

うち損

―

（単位：百万円）

（有価証券及び金銭の信託等の時価等関係）

2005年度

満期保有目的の債券で時価のあるもの

株式

債券

その他

合計

取得原価

581

89,513

10,736

100,831

貸借対照表計上額

621

87,958

10,585

99,165

評価差額

39

△1,555

△150

△1,665

うち益

39

28

18

87

うち損

―

1,583

169

1,753

（単位：百万円）その他有価証券で時価のあるもの

（注）1.貸借対照表計上額は、当事業年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

3.その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められな

いものについては、当該時価をもって貸借対照表価格とするとともに、評価差額を当会計年度の損失として処理（以下「減損処理」といいます。）しております。

なお、当会計年度の減損処理はありません。
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■金銭の信託の時価等情報
2005年度

●運用目的の金銭の信託

●満期保有目的の金銭の信託

該当事項はありません。

●その他の金銭の信託

該当事項はありません。

貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

2005年度 2006年度

■その他有価証券評価差額金

その他有価証券評価差額金

うち繰延税金資産(△は負債)

うち評価差額金

△1,724

―

△1,724

△1,591

―

△1,591

（単位：百万円）

貸借対照表計上額

81,994

当期の損益に含まれた評価差額

2,620

（単位：百万円）

2006年度

●運用目的の金銭の信託

●満期保有目的の金銭の信託

該当事項はありません。

●その他の金銭の信託

該当事項はありません。

貸借対照表計上額

83,496

当期の損益に含まれた評価差額

401

（単位：百万円）

2006年度

満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

株式

債券

その他

合計

取得原価

562

254,436

23,042

278,041

貸借対照表計上額

436

253,112

22,896

276,445

評価差額

△126

△1,323

△145

△1,595

うち益

―

42

174

216

うち損

126

1,365

320

1,812

（単位：百万円）その他有価証券で時価のあるもの

（注）1.貸借対照表計上額は、当事業年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

3.その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得価格に比べて50%程度以上下落した場合には、合理的な反証がない限り、回復する見込み

のないほど著しい下落があったものとみなし、当該時価をもって貸借対照表価格とするとともに、評価差額を当会計年度の損失として処理（以下「減損処理」と

いいます。）しております。さらに、たとえ50%程度を下回る下落率であっても、下落率が30%以上の場合には時価の回復可能性の判定を実施し、必要な減損

処理を行っております。

当会計年度における減損処理額は286百万円であります。

4.評価差額のうち組込デリバティブを一体処理したことにより、損益に反映させた額は125百万円であります。
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契約額等

―
―

―
―

―
―

―
―
―

10,256
15,556

―
―

―
―

25,813

取引所

店頭

金利先物
売建
買建

金利オプション
売建
買建

金利先渡契約
売建
買建

金利スワップ
受取固定・支払変動
受取変動・支払固定
受取変動・支払変動

金利スワップション
売建
買建

金利オプション
売建
買建

その他
売建
買建

合計

金利関連取引

契約額等のうち
１年超のもの

―
―

―
―

―
―

―
―
―

10,256
15,556

―
―

―
―

25,813

時　価

―
―

―
―

―
―

―
―
―

309
467

―
―

―
―

776

評価損益

―
―

―
―

―
―

―
―
―

△25
182

―
―

―
―

157

（単位：百万円）

契約額等

―
―

―
―
―

35,907
―

―
―

―
―

35,907

取引所

店頭

通貨先物
売建
買建

金利オプション
売建
買建

通貨スワップ
為替予約
売建
買建

通貨オプション
売建
買建

その他
売建
買建

合計

通貨関連取引

契約額等のうち
１年超のもの

―
―

―
―
―

―
―

―
―

―
―
―

時　価

―
―

―
―
―

159
―

―
―

―
―

159

評価損益

―
―

―
―
―

159
―

―
―

―
―

159

（単位：百万円）

■デリバティブ取引情報

（デリバティブ取引関係）

（2005年度）
（取引の状況に関する事項）
（1）取引の内容

当行が行っているデリバティブ取引は、次のとおりで
あります。
・金利関連取引　金利スワップション
・通貨関連取引　為替予約
その他として複合金融商品に組み込まれたクレジッ

トデリバティブ取引であります。
なお、連結子会社は、デリバティブ取引を行っており

ません。
（2）取組方針

当行では、行内で定めるリスク管理運営方針に基づ
き、顧客の金利に係わるリスクヘッジニーズに対応す
るため、また、当行の市場リスクの適切な管理を目的と
し、デリバティブ取引を利用しております。

（3）利用目的
上記（2）取組方針に基づき、デリバティブ取引を行っ

ております。
なお、一部の為替予約取引につきましては、外貨建有

価証券取引をヘッジ対象、為替予約取引をヘッジ手段、
ヘッジ対象の内包する為替変動リスクの軽減をヘッジ
方針とした、ヘッジ会計を行っており、ヘッジ会計の方

法は繰延ヘッジ処理によっております。また、ヘッジの
有効性の評価の方法は、ヘッジ開始時から有効性判断
時点までの期間においてヘッジ対象とヘッジ手段の相
場変動の累計を比較し、両者の変動額を基礎に判断し
ております。

（4）リスクの内容
当行の行うデリバティブ取引は、マーケットの変動に

より損失を被るリスク（市場リスク）と、取引相手方の
契約不履行により経済的毀損を被るリスク（信用リスク）
があります。

（5）リスク管理体制
当行はリスク管理部を中心とした総合的なリスク管

理体制をとっており、当行の総体的なリスクを月次で
経営陣に報告しております。規定についてはリスクの
源泉・運営方針・管理方針等を定めた「リスク管理基本
ポリシー」のもと、各種のリスクについて各々独立した
管理規程を制定しております。市場リスクに関する管
理方針は「市場リスク管理規程」に規定し、これを遵守
しております。

（6）定量的情報の補足説明
デリバティブ取引に係わる「契約額等」は名目上の契

約額又は計算上の想定元本であり、それ自体がリスク
額を意味するものではありません。

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上

しております。

2.時価の算定

取引金融機関から提示された価格によっております。

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上

しております。

2.時価の算定

為替予約取引…先物為替相場によっております。
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株式関連取引
該当事項はありません。
債券関連取引
該当事項はありません。
商品関連取引
該当事項はありません。

契約額等

―
―

6,000
―

6,000

店頭 クレジット・デフォルト・
オプション
売建
買建

その他
売建
買建

合計

クレジットデリバティブ取引

契約額等のうち
１年超のもの

―
―

6,000
―

6,000

時　価

―
―

△74
―

△74

評価損益

―
―

△74
―

△74

（単位：百万円）

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上

しております。

2.時価の算定

取引金融機関から提示された価格によっております。

3.「売建」は信用リスクの引受取引、「買建」は信用リスクの引渡取引であ

ります。

（2006年度）
（取引の状況に関する事項）
（1）取引の内容

当行が行っているデリバティブ取引は、次のとおりで
あります。
・金利関連取引　金利スワップション
・通貨関連取引　為替予約
その他として複合金融商品に組み込まれたクレジッ

トデリバティブ取引等であります。
なお、連結子会社は、デリバティブ取引を行っており

ません。
（2）取組方針

当行では、行内で定めるリスク管理運営方針に基づ
き、顧客の金利に係わるリスクヘッジニーズに対応す
るため、また、当行の市場リスクの適切な管理を目的と
し、デリバティブ取引を利用しております。

（3）利用目的
上記（2）取組方針に基づき、デリバティブ取引を行っ

ております。
なお、一部の為替予約取引につきましては、外貨建有

価証券取引をヘッジ対象、為替予約取引をヘッジ手段、
ヘッジ対象の内包する為替変動リスクの軽減をヘッジ
方針とした、ヘッジ会計を行っており、ヘッジ会計の方

法は繰延ヘッジ処理によっております。また、ヘッジの
有効性の評価の方法は、ヘッジ開始時から有効性判断
時点までの期間においてヘッジ対象とヘッジ手段の相
場変動の累計を比較し、両者の変動額を基礎に判断し
ております。

（4）リスクの内容
当行の行うデリバティブ取引は、マーケットの変動に

より損失を被るリスク（市場リスク）と、取引相手方の
契約不履行により経済的毀損を被るリスク（信用リスク）
があります。

（5）リスク管理体制
当行はリスク管理部を中心とした総合的なリスク管

理体制を執っており、当行の総体的なリスクを四半期
で経営陣に報告しております。規定についてはリスク
の源泉・運営方針・管理方針等を定めた「リスク管理基
本ポリシー」のもと、各種のリスクについて各々独立し
た管理規程を制定しております。市場リスクに関する
管理方針は「市場リスク管理規程」に規定し、これを遵
守しております。

（6）定量的情報の補足説明
デリバティブ取引に係わる「契約額等」は名目上の契

約額又は計算上の想定元本であり、それ自体がリスク
額を意味するものではありません。
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契約額等

―
―

5,000
―
―

店頭 クレジット・デフォルト・
オプション
売建
買建

その他
売建
買建

合計

クレジットデリバティブ取引

契約額等のうち
１年超のもの

―
―

5,000
―
―

時　価

―
―

144
―

144

評価損益

―
―

144
―

144

（単位：百万円）

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上

しております。

2.時価の算定

取引金融機関から提示された価格によっております。

3.「売建」は信用リスクの引受取引、「買建」は信用リスクの引渡取引であ

ります。

株式関連取引
該当事項はありません。
債券関連取引
該当事項はありません。
商品関連取引
該当事項はありません。

契約額等

―
―

―
―

―
―

―
―
―

53,532
53,741

―
―

―
―
―

取引所

店頭

金利先物
売建
買建

金利オプション
売建
買建

金利先渡契約
売建
買建

金利スワップ
受取固定・支払変動
受取変動・支払固定
受取変動・支払変動

金利スワップション
売建
買建

金利オプション
売建
買建

その他
売建
買建

合計

金利関連取引

契約額等のうち
１年超のもの

―
―

―
―

―
―

―
―
―

53,532
53,741

―
―

―
―
―

時　価

―
―

―
―

―
―

―
―
―

57
61

―
―

―
―

118

評価損益

―
―

―
―

―
―

―
―
―

1,335
△1,331

―
―

―
―
3

（単位：百万円）

契約額等

―
―

―
―
―

48,357
6,522

―
―

―
―
―

取引所

店頭

通貨先物
売建
買建

金利オプション
売建
買建

通貨スワップ
為替予約
売建
買建

通貨オプション
売建
買建

その他
売建
買建

合計

通貨関連取引

契約額等のうち
１年超のもの

―
―

―
―
―

―
―

―
―

―
―
―

時　価

―
―

―
―
―

14
46

―
―

―
―
60

評価損益

―
―

―
―
―

14
46

―
―

―
―
60

（単位：百万円）

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上

しております。

2.時価の算定

取引金融機関から提示された価格によっております。

3.金利スワップション取引には、当行において区別して把握することが困

難な金利スワップ取引を含めて表示しております。

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上

しております。

2.時価の算定

為替予約取引…先物為替相場によっております。
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2005年度

合　計

2006年度

国債

地方債

社債

株式

その他の証券

合計

220,760

―

67,768

1,457

23,693

313,680

59,178

―

56,368

2,290

11,093

128,931

2005年度

国際業務部門

2006年度

―

―

―

―

17,891

17,891

―

―

―

―

5,975

5,975

2005年度

国内業務部門

2006年度

220,760

―

67,768

1,457

5,801

295,788

59,178

―

56,368

2,290

5,117

122,955

■有価証券残高

（単位：百万円）

（有価証券に関する指標）

〈期末残高〉

2005年度

合　計

2006年度

国債

地方債

社債

株式

その他の証券

合計

84,344

―

61,467

1,962

15,099

162,875

25,033

―

25,897

1,753

15,788

68,473

2005年度

国際業務部門

2006年度

―

―

―

―

9,109

9,109

―

―

―

―

13,455

13,455

2005年度

国内業務部門

2006年度

84,344

―

61,467

1,962

5,990

153,766

25,033

―

25,897

1,753

2,333

55,018

（単位：百万円）〈平均残高〉



ご
あ
い
さ
つ

特
　
集

業
務
運
営
の
状
況

資
料
編

会
社
情
報

51

■有価証券残存期間別残高

2006年度 10年超

国債

地方債

社債

その他

合計

64,028

―

25,346

6,767

96,142

5年超
10年以内

17,565

―

4,605

5,455

27,626

1年超
5年以内

39,252

―

19,226

5,081

63,560

1年以内

99,914

―

18,590

―

118,504

（単位：百万円）

（注）住宅金融公庫債券（貸付債権担保S種及び貸付債権担保）は償還金額が確定できないため、10年超に表示しております。

（注）住宅金融公庫債券（貸付債権担保S種及び貸付債権担保）は償還金額が確定できないため、10年超に表示しております。

10年超
5年超
10年以内

1年超
5年以内

1年以内2005年度

国債

地方債

社債

その他

合計

22,869

―

25,620

―

48,489

2,876

―

2,960

121

5,958

27,960

―

19,188

6,189

53,338

5,471

―

8,600

―

14,071

（単位：百万円）
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2005年度

合　計

2006年度

有価証券（A）

預金（B）

預証率（A）／（B）

期中平均

預証率 313,680

483,130

64.92%

41.44%

128,931

331,020

38.94%

22.49%

2005年度

国際業務部門

2006年度

17,891

―

―

―

5,975

―

―

―

2005年度

国内業務部門

2006年度

295,788

483,130

61.22%

39.12%

122,955

331,020

37.14%

18.07%

■有価証券の預金に対する比率
（単位：百万円）

2005年度

合　計

2006年度

期中平均残高 109231

2005年度

国際業務部門

2006年度

――

2005年度

国内業務部門

2006年度

109231

■商品有価証券平均残高
（単位：百万円）
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2005年度 2006年度

■銀行法に基づくリスク管理債権

（リスク管理債権、資産査定）

破綻先債権額

延滞債権額

3ケ月以上延滞債権額

貸出条件緩和債権額

合計

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

（単位：百万円）

2005年度 2006年度

■金融再生法に基づく資産査定

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

正常債権

合計

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

（単位：百万円）

（注）上記は、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づくものであります。



財務データ

54

バーゼルⅡ　第3の柱（市場規律）に基づく開示
銀行法施行規則（昭和57年大蔵省令第10号。以下「規則」という。）第19条の2第1項第5号二に規定する自己資本

の充実の状況について金融庁が別に定める事項（平成19年3月23日　金融庁告示第15号、いわゆるバーゼルⅡ第3

の柱（市場規律））として、事業年度に係る説明書類に記載すべき事項を当該告示に則り、本章で開示いたします。

なお、本章中における「自己資本比率告示」及び「告示」は、平成18年3月27日 金融庁告示第19号、いわゆるバーゼ

ルⅡ第1の柱（最低所要自己資本比率）を指しております。

自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

定性的な開示事項

一　連結の範囲に関する事項

イ 自己資本比率告示第26条に定める連結自己資本比率

を算出する対象となる会社の集団（以下、「連結グループ」

という。）に属する会社と連結財務諸表の用語、様式及

び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づき連結の範囲

に含まれる会社との相違点

ロ 連結グループのうち、連結子会社の数並びに主要な連

結子会社の名称及び主要な業務の内容

ハ 自己資本比率告示第9条又は第32条が適用される金

融業務を営む関連法人等の数並びに主要な金融業務を

営む関連法人等の名称及び主要な業務の内容

ニ 自己資本比率告示第31条第1項第2号イからハまで

に掲げる控除項目の対象となる会社の数並びに主要な

会社の名称及び主要な業務の内容

ホ 銀行法（昭和56年法第59号。以下「法」という。）第

16条の2第1項第11号に掲げる会社のうち従属業務を

専ら営むもの又は同項第12号に掲げる会社であって、

連結グループに属していない会社の数並びに主要な会

社の名称及び主要な業務の内容

ヘ 連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制

限等の概要

連結子会社の数　2社

・イーバンクシステム株式会社（ソフトウェア受託開発業）

・eBANK Capital Management（Cayman）Ltd.（投資信託運用

業務）

該当事項はありません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

銀行法における大口信用供与規制といった法令上の制約のほか、当行連

結グループ内の資金及び自己資本の移動に関する制限はありません。また、

融資による資金及び自己資本の移動は融資業務を行っていないため、該当

事項はありません。

自己資本調達手段としては、普通株式により資本調達を行っており、種

類株式・劣後債・劣後ローン等による資本調達は行っておりません。

当行では、前月末における自己資本額を当行グループが保有する各種リ

スクに割り当てるキャピタル・アロケーションの手法を導入し、自己資本

管理を行っております。なお、当行の自己資本の充実度に関する評価方法

の詳細につきましては、本編 業務運営の状況の「リスク管理体制の整備の

状況」（14ページ）をご参照ください。

該当事項はありません。

二　自己資本調達手段の概要

三　連結グループの自己資本の充実度に関する評価方法の概要
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四　信用リスクに関する事項

イ　リスク管理の方針及び手続の概要 当行では、信用リスクに関する基本方針を「信用リスク管理規程」「投資

運用リスク管理規程」「投資運用リスク管理取扱手続」及び「金融商品リス

ク管理要領」に規定し、これを遵守しております。なお、当行のリスク管理

体制の詳細につきましては、本編 業務運営の状況の「リスク管理体制の整

備の状況」（14ページ）をご参照ください。

貸倒引当金の計上基準については、「貸倒償却・貸倒引当金規程」に定め、

正常先債権、要注意先債権に対する貸倒引当金は、一般貸倒引当金として

計上するものとしております。また、破綻懸念先債権、実質破綻懸念先債

権、破綻懸念先債権に対する貸倒引当金は個別引当金として計上するもの

としております。償却・引当必要額の算定に関しては、「貸倒償却・貸倒引

当金規程」の定めに従い算定しております。

投資運用の原資が預金であることに鑑み、保証等を活用することにより信

用リスク削減に努めることとしております。当行は元本保証商品において、被

保証債務が元本のみである場合には、元本以外の関連債務は保証されてい

ないものとして認識し、元本部分についてのみ信用リスク削減効果を適用し

ております。なお、当行のリスク管理体制の詳細につきましては、本編 業務

運営の状況の「リスク管理体制の整備の状況」（14ページ）をご参照ください。

リスク資本及び与信限度枠の割当方法に関する方針として、当行では、

リスク管理委員会での協議により、リスク極小化を目的に適正にヘッジを

実施しており、当該取引について別段リスク資本を割り当てることはしな

い方針を定め運営しております。与信限度額については、「金融商品リスク

管理要領」に基づき他の信用限度額と合算し管理する方針としております。

また、担保による保全及び引当金の算定に関する方針として、「金融商品

リスク管理要領」に基づき月末ごとに影響度を計測し、他の信用供与取引

と合算し管理する方針を定め運営しております。

なお、長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針

及び手続きの概要については、経過措置適用期間（～2008年3月31日ま

で）終了後、2008年3月期より開示をいたします。

ロ 標準的手法が適用されるポートフォリオについて、次

に掲げる事項

（1） リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機

関等の名称

次の5社をリスク・ウェイトの判定に採用しております。

・株式会社格付投資情報センター（以下「R&I」という。）

・株式会社日本格付研究所（以下「JCR」という。）

・ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（以下「Moody’s」

という。）

・スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ（以下

「S&P」という。）

・フィッチレーティングスリミテッド（以下「Fitch」という。）

（2） エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイ

トの判定に使用する適格格付機関等の名称

次の5社をリスク・ウェイトの判定に採用しております。

・R&I、JCR、Moody’s、S&P、Fitch

当行はエクスポージャーの種類ごとに特定の適格格付機関を分別使用す

る方針をとっておりません。

なお、当行は金融庁告示第19号第67条に定める法人等向けエクスポー

ジャーの特例を用いているため、すべての法人等向けエクスポージャーに

対し100パーセントのリスク・ウェイトを用いております。

ハ 内部格付手法が適用されるポートフォリオに関する事項 当行は標準的手法を採用しているため、該当事項はありません。

自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

五　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

六　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
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イ　リスク管理の方針及び手続の概要 当行は証券化取引においては投資家としての立場でのみ関与しております。

証券化エクスポージャーに関するリスク管理体制として、当行では、信用リ

スクに関する基本方針を「信用リスク管理規程」「投資運用リスク管理規程」及

び「投資運用リスク管理取扱手続」に規定し、これを遵守しております。なお、

当行のリスク管理体制の詳細につきましては、本編 業務運営の状況の「リス

ク管理体制の整備の状況」（14ページ）をご参照ください。

証券化取引についての方針として、当行では年度毎の会社計画に沿ったア

セットアロケーションを作成しております。さらに、個別に投資対象別の投資基

準として「金銭債権等の証券化投資に関する基本ルール」、「不動産証券化に関

する基本ルール」等を定め投資運用しております。

ロ 証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセ

ットの額の算出に使用する方式の名称

当行は、信用リスク・アセットの額の算出について標準的手法を採用し

ております。

なお、2006年3月31日において保有する証券化エクスポージャーにつ

いては、自己資本比率告示附則第15条の証券化エクスポージャーに関す

る経過措置を適用しております。

ハ　証券化取引に関する会計方針 金融商品に関する会計基準に従い、それぞれの金融資産について規定さ

れた会計処理を行っております。

ニ 証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイ

トの判定に使用する適格格付機関の名称

当行は次の5社をリスク・ウェイトの判定に使用しております。

・R&I、JCR、Moody’s、S&P、Fitch

当行は、証券化エクスポージャーの種類ごとに特定の適格格付機関を分

別使用する方針をとっておりません。

当行は、自己資本比率算定式の分母であるマーケット・リスク相当額の合

計額について金融庁告示19号第27条、第39条の定めに従い、マーケッ

ト・リスク相当額不参入の特例を用いておりますので、該当事項はありま

せん。

自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

七　証券化エクスポージャーに関する事項

イ　リスク管理の方針及び手続の概要 当行のオペレーショナル・リスクには、事務リスク、情報セキュリティリ

スク、システムリスク、レピュテーショナルリスク、及びコンプライアンス

等がありますが、これらについて担当各部署が月次にてリスク管理委員会

に報告し、問題点を分析・評価の上、対処方法等を協議いたします。さら

に、必要に応じて取締役会に付議し改善策を実施する態勢をとっておりま

す。なお、当行のリスク管理体制の詳細につきましては、本編 業務運営の

状況の「リスク管理体制の整備の状況」（14ページ）をご参照ください。

ロ オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手

法の名称

当行は、自己資本比率算定式の分母であるオペレーショナル・リスク相当

額の合計について基礎的手法を使用しております。

ハ 先進的計測手法を使用する場合における当該手法の

概要、保険によるリスク削減の有無

当行は、先進的計測手法を採用しておりませんので、該当事項はありま

せん。

八　マーケット・リスクに関する事項

九　オペレーショナル・リスクに関する事項
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当行では、信用リスクに関する基本方針を「信用リスク管理規程」「投資

運用リスク管理規程」「投資運用リスク管理取扱手続」及び「金融商品リス

ク管理要領」に規定し、これを遵守しております。なお、当行のリスク管理

体制の詳細につきましては、本編 業務運営の状況の「リスク管理体制の整

備の状況」（14ページ）をご参照ください。

当行のリスク管理方針においては、その他有価証券、子会社株式及び関

連会社株式の区分を行っておりませんが、出資等又は株式等については、

他の資産と同様に半期毎に当行自らが行う資産査定の対象となっており、

この自己査定での確認事項とあわせ、出資等又は株式等エクスポージャー

に関するリスクを、当行のリスク管理体制において包括的に管理する態勢

を構築しております。

株式等エクスポージャーの評価は、子会社株式及び関連会社株式につい

ては移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものにつ

いては、決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平

均法により算定）、時価のないものについては、移動平均法による原価法に

より行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部

純資産直入法により処理しております。

イ　リスク管理の方針及び手続の概要 当行の銀行勘定における金利リスク管理体制を「自己資本比率等算定及

び開示要領」に規定し、これを遵守しております。なお、当行のリスク管理

体制の詳細につきましては、本編業務運営の状況の「リスク管理体制の整

備の状況」（14ページ）をご参照ください。

ロ 銀行及び連結グループが内部管理上使用した銀行勘

定における金利リスクの算定手法の概要

当行及び当行グループでは、a.過去5年の最低残高、b.過去5年の最大年

間流出量を現残高から差し引いた残高、c.現残高の50％相当額、のうち最

小額をコア預金の上限とすることを原則としております。

しかしながら、aについては、当行においては開業（2001年7月23日）

後間もない期日の残高が該当することから、現行預金水準と大幅に乖離し

ており、採用合理性に著しく欠けると判断されます。したがって、当面の

間、b及びcの最小額を、コア預金の上限といたします。なお、満期は5年

以内（平均2.5年）としております。

金利リスク量算定にあたり、円金利の金利ショック幅としては、保有期

間1年、観測期間5年で計測される金利変動の1パーセンタイル値を下方シ

ョック幅、99パーセンタイル値を上方ショック幅に採用しております。円

金利以外の金利ショック幅については、イールドカーブの－200bp幅を下

方ショック幅、＋200bp幅を上方ショック幅に採用しております。

金利リスク感応度分析手法にGPS（グリッドポイントセンシティビティ）

法を採用し、金利感応性資産及び負債を対象として商品別・通貨別に金利

リスク量を算定しております。

金利リスク量の算定は、四半期ごとに実施することとしております。

自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

十　銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

十一　銀行勘定における金利リスクに関する事項
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自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

定量的な開示事項

一 自己資本比率告示第8条第1項第2号イからハまで又は第31条第1項第2号イからハまでに掲げる控除項目の対象となる会社のう

ち、規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額

イ 信用リスクに対する所要自己資本の額（株式等エクス

ポージャー及びみなし計算分を除く）及びこのうち次に

掲げるポートフォリオごとの額

（1）標準的手法が適用されるポートフォリオ及び複数

のポートフォリオに適用される場合における適切

なポートフォリオの区分ごとの内訳

（2）内部格付手法が適用されるポートフォリオとその

内訳

（3）証券化エクスポージャー

自己資本の構成及び金額については、別表1（63ページ）及び別表2

（64ページ）自己資本比率の状況に記載しております。

別表3（65ページ）をご参照ください。

別表1（63ページ）及び別表2（64ページ）をご参照ください。

イ 信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及

びエクスポージャーの主な種類別の内訳

別表4（66ページ）をご参照ください

ロ 信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高の

うち、地域別、業種別、残存期間別の区分ごとの額及び

それらのエクスポージャーの主な種類別の内訳

別表4（66ページ）をご参照ください。

別表3（65ページ）をご参照ください。

当行及び当行グループは標準的手法を採用しているため、該当事項はあ

りません。

別表3（65ページ）をご参照ください。

ロ 内部格付手法が適用される株式等エクスポージャー

に係る信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分

ごとの額

当行及び当行グループは標準的手法を採用しているため、該当事項はあ

りません。

ハ 信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエク

スポージャーに係る信用リスクに対する所要自己資本

の額

当行及び当行グループは標準的手法を採用しているため、該当事項はあ

りません。

ニ　マーケット・リスクに対する所要自己資本の額 当行及び当行グループは、自己資本比率算定式の分母であるマーケッ

ト・リスク相当額の合計額について告示第19号39条の定めに従いマーケ

ット・リスク相当額不算入の特例を用いております。すなわち、マーケッ

ト・リスク相当額に係る額を自己資本比率の計算において算入しないた

め、該当事項はありません。

ホ オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額

及びこのうち銀行及び連結グループが使用する手法の

額

該当事項はありません。

二　自己資本の構成に関する事項

三　自己資本の充実度に関する事項

四　信用リスクに関する事項

基礎的手法

連結

28

単体

28

所要自己資本の額 （単位：百万円）

総所要自己資本額

連結

9,434

単体

9,446

（単位：百万円）

ヘ　自己資本比率及び基本的項目比率

ト　総所要自己資本額
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自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

ハ 3ヶ月以上延滞エクスポージャーの期末残高又はデフ

ォルトしたエクスポージャーの期末残高及びこれらの

地域別、業種別、取引相手別の区分ごとの内訳

該当事項はありません。

ニ 一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引

当勘定の期末残高及び期中の増減額、地域別、業種別又

は取引相手の別

なお、国外について該当事項はありません。また、当行及び当行グルー

プには貸出金がないため業種別又は取引相手別に分類しておりません。

ホ　業種別又は取引相手の別の貸出金償却の額 該当事項はありません。

ト 内部格付手法が適用されるエクスポージャーのうち、

スロッティング・クライテリアに割当てられた特定貸付

債権及びマーケット・ベース方式の簡易手法が適用され

る株式等エクスポージャーについて、自己資本比率告示

第153条第3項及び第5項並びに第166条第4項に定め

るリスク・ウェイトが適用される場合におけるリスク・

ウェイトの区分ごとの残高

当行及び当行グループは標準的手法を採用しているため、該当事項はあ

りません。

チ 内部格付手法が適用されるポートフォリオに関する事項 当行及び当行グループは標準的手法を採用しているため、該当事項はあ

りません。

リ 内部格付手法を適用する事業法人向けエクスポージ

ャー、ソブリン向けエクスポージャー、金融機関等向け

エクスポージャー、PD/LGD 方式を適用する株式等エ

クスポージャー、居住用不動産向けエクスポージャー、

適格リボルビング型リテール向けエクスポージャー及

びその他リテール向けエクスポージャーごとの直前期

における損失の実績値及び当該実績値と過去の実績値

との対比並びに要因分析

当行及び当行グループは標準的手法を採用しているため、該当事項はあ

りません。

ヌ 内部格付手法を適用する事業法人向けエクスポージ

ャー、ソブリン向けエクスポージャー、金融機関等向け

エクスポージャー、PD/LGD 方式を適用する株式等エ

クスポージャー、居住用不動産向けエクスポージャー、

適格リボルビング型リテール向けエクスポージャー及

びその他リテール向けエクスポージャーごとの長期に

わたる損失額の推計値と実績値の対比

当行及び当行グループは標準的手法を採用しているため、該当事項はあ

りません。

ヘ 標準的手法が適用されるエクスポージャーについて、

リスク・ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の効

果を勘案した後の残高、並びに自己資本比率告示第8条

第1項第3号及び第6号、又は第31条第1項第3号及び

第6号の規定により資本控除した額

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

特定海外債権引当勘定

期首残高

408

0

－

当期増減額

△153

△0

－

期末残高

255

－

－

【連結】 （単位：百万円）

リスク・ウェイトの区分

0％

0％超100％以下

100％超

合計

連結

243,533

202,978

28,387

474,899

単体

243,533

202,867

28,387

474,788

（単位：百万円）

資本控除した額 15,699 15,699

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

特定海外債権引当勘定

期首残高

408

0

－

当期増減額

△153

△0

－

期末残高

255

－

－

【単体】 （単位：百万円）
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イ 標準的手法又は基礎的内部格付手法が適用されるポ

ートフォリオについて、適格金融資産担保、適格資産担

保ごとの信用リスク削減手法が適用されたエクスポー

ジャーの額

該当事項はありません。

ロ 標準的手法又は内部格付手法が適用されるポートフ

ォリオについて、保証又はクレジット・デリバティブが

適用されたエクスポージャーの額

内部格付手法を採用しておりませんので、内部格付手法における該当事

項はありません。

イ　与信相当額の算出に用いる方式 カレント・エクスポージャー方式を採用しております。

ロ グロス再構築コストの額（0を下回らないものに限る）

の合計額

長期決済期間取引について該当事項はありません。

ハ 担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前

の与信相当額

長期決済期間取引について該当事項はありません。

ニ ロに掲げる合計額及びグロスのアドオンの合計額か

らハに掲げる額を差し引いた額

該当事項はありません。

自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

ホ　担保の種類別の額 該当事項はありません。

ヘ 担保による信用リスク削減手法の効果を勘案した後

の与信相当額

ハをご参照ください。

ト 与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティ

ブの想定元本額をクレジット・デリバティブの種類別、

かつ、プロテクションの購入又は提供の別に区分した額

該当事項はありません。

チ 信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いて

いるクレジット・デリバティブの想定元本額

該当事項はありません。

イ 銀行及び連結グループがオリジネーターである証券

化エクスポージャーに関する事項

該当事項はありません。

五　信用リスク削減手法に関する事項

六　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

七　証券化エクスポージャーに関する事項

標準的手法

連結

4,916

単体

4,916

（単位：百万円）

外国為替関連取引

金利関連取引

合計

連結

468

669

1,137

単体

468

669

1,137

（単位：百万円）

連結

134

単体

134

（単位：百万円）
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ロ 銀行及び連結グループが投資家である証券化エクス

ポージャーに関する次に掲げる事項

（1）保有する証券化エクスポージャーの額及び主な

原資産の種類別の内訳

（2）保有する証券化エクスポージャーの適切な数の

リスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己

資本の額

（3）自己資本比率告示第247条の規定により自己資

本から控除した証券化エクスポージャーの額及

び主な原資産の種類別の内訳

（4）自己資本比率告示附則第15条の適用により算出

される信用リスク・アセットの額

自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

主な原資産の種別

不動産

金銭債権

クレジットデリバティブの原債権

その他

合計

連結

55,378

32,694

10,405

4,794

103,273

単体

55,378

32,694

10,405

4,794

103,273

（単位：百万円）

（1）保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

（2）保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及

び所要自己資本の額

（3）自己資本比率告示第247条の規定により自己資本から控除した証券化エクスポージ

ャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

（4）自己資本比率告示附則第15条の適用により算出される信用リスク・アセットの額

リスク・ウェイトの区分

100％未満

100％

100％超

合計

残高

22,485

45,244

20,837

88,567

所要自己資本の額

889

1,809

833

3,542

【連結】 （単位：百万円）

リスク・ウェイトの区分

100％未満

100％

100％超

合計

残高

22,485

45,244

20,837

88,567

所要自己資本の額

889

1,809

833

3,542

【単体】 （単位：百万円）

自己資本から控除した証券化

エクスポージャーの額

連結

14,705

単体

14,705

（単位：百万円）

主な原資産の種別

不動産

金銭債権

合計

連結

11,046

3,659

14,705

単体

11,046

3,659

14,705

保有するエクスポージャーの額 （単位：百万円）

連結

64,498

単体

64,498

（単位：百万円）
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当行及び当行グループは内部モデル方式を採用していないため、該当事

項はありません。

ニ 貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益

の額

該当事項はありません。

イ 貸借対照表計上額、時価及び次に掲げる事項に係る貸

借対照表計上額

自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示項目 開示事項

ロ 出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却

に伴う損益の額

八 マーケット・リスクに関する、期末のバリュー・アット・リスクの値並びに開示期間におけるバリュー・アット・リスクの最高、平均及び最低の値。

バック・テスティングの結果及び損益の実績値がバリュー・アット・リスクの値から大幅に下方乖離した場合についての説明

上場株式等エクスポージャー

上記に該当しない出資等又は

株式等エクスポージャー

連結

457

2,484

単体

457

2,834

（単位：百万円）

売却益額

償却額

連結

2,164

286

単体

2,214

286

（単位：百万円）

ハ 貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識され

ない評価損益の額

ホ 海外営業拠点を有する銀行については、自己資本比率

告示第6条第1項第1号の規定により補完的項目に算入

した額

該当事項はありません。

ヘ 自己資本比率告示附則第13条が適用される株式等エ

クスポージャーの額及び株式等エクスポージャーのポ

ートフォリオの区分ごとの額

該当事項はありません。

当行及び当行グループは、標準的手法を採用しているため、信用リス

ク・アセットの額の合計額の算定についてみなし計算は適用されません。

九　銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項

十　信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーの額

当行及び当行グループは、銀行勘定における金利リスク量の計測にあた

っては、保有期間1年、最低5年の観測期間で計測される金利変動の99パ

ーセンタイル値を採用しております。99パーセンタイル値による経済価値

減少額は600百万円で、アウトライヤー比率は2.0％となっております。

十一　銀行勘定における金利リスクに関して連結グループが内部管理上使用した金利ショックに対する損益又は経済的価値の増減額

連結

△209

単体

△209

（単位：百万円）
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別表1
（参考）

自己資本比率は、2007年3月31日から、銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断

するための基準（平成18年金融庁告示第19号。以下、「告示」という。）に定められた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。なお、

2006年3月31日は銀行法第14条の2の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件（平成5年大蔵省告示第55号。以下、「旧告示」という）に定められた算式に基づき、

連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。

なお、当行は、国内基準を適用のうえ、信用リスク・アセットの算出においては標準的手法を採用しております。

（注） 1．告示第28条第2項（旧告示第23条第2項）に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的

会社の発行する優先出資証券を含む。）であります。

2．告示第29条第1項第3号（旧告示第24条第1項第3号）に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。

（1）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること

（2）一定の場合を除き、償還されないものであること

（3）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること

（4）利払い義務の延期が認められるものであること

3．告示第29条第1項第4号及び第5号（旧告示第24条第1項第4号及び第5号）に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が5

年を超えるものに限られております。

4．告示第31条第1項第1号から第6号（旧告示第25条第1項）に掲げるものであり、他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額、及び第2号（旧告示第25

条第1項第2号）に規定するものに対する投資に相当する額が含まれております。

■連結自己資本比率（国内基準）

資本金
うち非累積的永久優先株
新株式申込証拠金
資本剰余金
利益剰余金
自己株式（△）
自己株式申込証拠金
社外流出予定額（△）
その他有価証券の評価差損（△）
為替換算調整勘定
新株予約権
連結子法人等の少数株主持分
うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券
営業権相当額（△）
のれん相当額（△）
企業結合等により計上される無形固定資産相当額（△）
連結調整勘定相当額（△）
証券化取引に伴い増加した自己資本相当額（△）
繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計（上記各項目の合計額）
繰延税金資産の控除金額（△）
計 （A）
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券（注1）

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額
一般貸倒引当金
負債性資本調達手段等
うち永久劣後債務（注2）
うち期限付劣後債務及び期限付優先株（注3）
計
うち自己資本への算入額　 （B）
控除項目（注4） （C）
（A）＋（B）－（C） （D）
資産（オン・バランス）項目
オフ・バランス取引等項目
信用リスク・アセットの額 （E）
オペレーショナル・リスク相当額に係る額（（G）／8％） （F）
（参考）オペレーショナル・リスク相当額　 （G）
計（E）＋（F） （H）

連結自己資本比率（国内基準）＝D／H×100（％）
（参考）Tier1比率＝A／H×100（％）

32,310
―
―

11,232
△11,472
△115

―
―

△1,591
―
―

287
―
―
―
―
―
―

30,650
―

30,650
―
―

408
―
―
―

408
408
―

31,058
153,340

385
―
―
―

153,725
20.20

―

32,335
―
―
―

△642
△113

―
―

△1,724
―
―

293
―
―
―
―
―
―

30,148
―

30,148
―
―

255
―
―
―

255
255

15,699
14,704
215,177
11,629
226,807
9,043
723

235,851
6.23
12.78

2005年度
2006年3月31日

項目
2006年度

2007年3月31日

（単位：百万円）

基本的項目
（Tier1）

補完的項目
（Tier2）

控除項目
自己資本額
リスク・
アセット等



財務データ

64

（注） 1．告示第40条第2項（旧告示第30条第2項）に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的

会社の発行する優先出資証券を含む。）であります。

2．告示第41条第1項第3号（旧告示第31条第1項第3号）に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。

（1）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること

（2）一定の場合を除き、償還されないものであること

（3）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること

（4）利払い義務の延期が認められるものであること

3．告示第41条第1項第4号及び第5号（旧告示第31条第1項第4号及び第5号）に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が5

年を超えるものに限られております。

4．告示第43条第1項第1号から第5号（旧告示第32条第1項）に掲げるものであり、他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額が含まれております。

■単体自己資本比率（国内基準）

資本金
うち非累積的永久優先株
新株式申込証拠金
資本準備金
その他資本剰余金
利益準備金
任意積立金
次期繰越利益
その他利益剰余金
その他
自己株式（△）
自己株式申込証拠金
社外流出予定額（△）
その他有価証券の評価差損（△）
新株予約権
営業権相当額（△）
のれん相当額（△）
企業結合により計上される無形固定資産相当額（△）
証券化取引に伴い増加した自己資本相当額（△）
繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計（上記各項目の合計額）
繰延税金資産の控除金額（△）
計　 （A）
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券（注1）

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額
一般貸倒引当金
負債性資本調達手段等
うち永久劣後債務（注2）
うち期限付劣後債務及び期限付優先株（注3）
計
うち自己資本への算入額　 （B）
控除項目（注4） （C）
（A）＋（B）－（C） （D）
資産（オン・バランス）項目
オフ・バランス取引等項目
信用リスク・アセットの額　 （E）
オペレーショナル・リスク相当額に係る額（（G）／8％） （F）
（参考）オペレーショナル・リスク相当額　 （G）
計（E）＋（F） （H）

単体自己資本比率（国内基準）＝D／H×100（％）
（参考）Tier1比率＝A／H×100（％）

32,310
―
―

11,232
―
―
―

△11,632
―
―
―
―
―

△1,591
―
―
―
―
―

30,318
―

30,318
―
―

408
―
―
―

408
408
―

30,726
153,651

385
―
―
―

154,037
19.94

―

32,335
―
―
―
―
―
―
―

△637
―
―
―
―

△1,724
―
―
―
―
―

29,972
―

29,972
―
―

255
―
―
―

255
255

15,699
14,528
215,521
11,629
227,150
9,005
720

236,157
6.15
12.69

2005年度
2006年3月31日

項目
2006年度

2007年3月31日

（単位：百万円）

基本的項目
（Tier1）

補完的項目
（Tier2）

控除項目
自己資本額
リスク・
アセット等

別表2
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信用リスクに対する所要自己資本の額（株式等エクスポージャー及びみなし
計算分を除く）及びこのうち次に掲げるポートフォリオごとの額

8,607 8,620

所要自己資本

（連結） （単体）

（単位：百万円）

証券化エクスポージャー 103,273 103,273

（連結） （単体）

現金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行等向け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関及び証券会社向け
法人等向け
中小企業等向け及び個人向け
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け
3ヶ月以上延滞等
取立未済手形
信用保証協会等による保証付
株式会社産業再生機構による保証付
出資等
上記以外
証券化（オリジネーターの場合）
証券化（オリジネーター以外の場合）
複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）のうち、個々の資産の把握が困難な資産

0
0
0
－
－
－
－
93
－

1,398
298
－
－
－
－
－
－
－
77
410
－

4,467
1,860

0
0
0
－
－
－
－
93
－

1,397
297
－
－
－
－
－
－
－
91
412
－

4,467
1,860

（連結） （単体）
標準的手法が適用されるポートフォリオ及び複数のポートフォリオに適用さ
れる場合における適切なポートフォリオの区分ごとの内訳

■信用リスクに対する所要自己資本の額

別表3
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情報通信
金融・保険業
不動産
国・地方公共団体等
その他
国内小計
国外
総合計
1年以下
1年超
総合計

1,001
－

5,504
246,139

－
252,645

－
252,645
105,449
147,196
252,645

－
12,834

－
－
－

12,834
－

12,834
12,834

－
12,834

信用リスクエクスポージャー期末残高

有価証券（注1） デリバティブ（注2）

－
45,314

－
－

11,219
56,534
152,885
209,419
46,265
163,154
209,419

貸出金等（注3）

1,001
58,149
5,504

246,139
11,219
322,014
152,885
474,899
164,549
310,350
474,899

合計

（単位：百万円）
連結（地域別・業種別・取引相手別）

情報通信
金融・保険業
不動産
国・地方公共団体等
その他
国内小計
国外
総合計
1年以下
1年超
総合計

1,001
－

5,504
246,139

－
252,645

－
252,645
105,449
147,196
252,645

－
12,834

－
－
－

12,834
－

12,834
12,834

－
12,834

信用リスクエクスポージャー期末残高

有価証券（注1） デリバティブ（注2）

－
45,314

－
－

11,239
56,554
152,754
209,308
46,250
163,057
209,308

貸出金等（注3）

1,001
58,149
5,504

246,139
11,239
322,034
152,754
474,788
164,534
310,253
474,788

合計

（単位：百万円）
単体（地域別・業種別・取引相手別）

別表4

■信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高

（注）1.株式等エクスポージャーは除いております。

2.与信相当額を集計しております。

3.オフ・バランスシート取引を含みます。当行は貸出業務を行っておりません。
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当行の概要

■概要（2007年3月31日現在）
名　　　称 イーバンク銀行株式会社（英名： eBANK Corporation）

本社所在地 東京都千代田区内幸町一丁目1番7号　大和生命ビル

設　　　立 2000年1月14日

開　　　業 2001年7月23日

資　本　金 323億35百万円

従 業 員 数 175人（嘱託及び臨時従業員を含まず）

■営業所の名称及び所在地（2007年6月26日現在）

■役員一覧（2007年6月26日現在）

本店所在地 東京都千代田区内幸町一丁目1番7号　大和生命ビル

支店所在地 東京都千代田区内幸町一丁目1番7号　大和生命ビル

支　店　名 ジャズ支店、ロック支店、サンバ支店、ワルツ支店、オペラ支店、タンゴ支店、サルサ支店、

ダンス支店、リズム支店、ビート支店、マーチ支店

法人第一支店、法人第二支店、法人第三支店、ネットカード支店

取締役会長

代表取締役社長

代表取締役副社長

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

常勤監査役

監査役

監査役

丹治　誠

松尾　泰一

星 治男

大塚　年比古

佐伯　和彦

郷原　淳良

佐藤　昌弘

沼倉　進

野々宮　恵司

安田　昌史

高橋　一浩

豊島　俊弘

佐々木　雅一

冨金原　俊二

池田　克朗

村上　春雄

当行　財務経理担当、上場準備担当、国際業務担当

当行　CS本部担当

当行　経営企画担当

当行　サービス戦略本部担当、システム本部担当、セキュリティ管理担当

当行　営業本部担当

現　特定非営利活動法人ゴールデンアカデミー理事長

現　GMOインターネット株式会社　専務取締役

現　日本政策投資銀行　金融企画部長

現　日本政策投資銀行　金融企画部次長

現　マネックス・ビーンズ・ホールディングス株式会社　取締役

現　三井住友海上火災保険株式会社　取締役常務執行役員

現　ソフトバンクテレコム株式会社　相談役

氏名地位 担当または主な職業

■大株主一覧（2007年3月31日現在）

松尾　泰一

GMOインターネット株式会社

住友商事株式会社

株式会社インボイス

株式会社インデックス・ホールディングス

有限会社マージャー・キャピタル

Turquoise International Finance Limited

有価証券管理信託06-000010受託者ジャパン・デジタル・コンテンツ信託株式会社

大和生命保険株式会社

株式会社栄光

43千株

38千株

30千株

25千株

24千株

24千株

22千株

20千株

17千株

14千株

7.21%

6.44%

5.18%

4.19%

4.15%

4.15%

3.82%

3.35%

3.00%

2.38%

所有株式数株主名 持株比率
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審査部�

経営企画部�

セキュリティ管理室�

カード事業推進部�

商品戦略部�

モバイル推進室�

経理部�

主計部�

資金証券管理部�

JSOX対応準備室�

ウェブマネジメント部�

広報IR室�

事務企画室�

顧客戦略部�

オペレーションサービス部�

システム企画開発部�

システム運用部�

品質管理室�

情報システムセキュリティ担当�

金融商品部�

ローン事業準備室�

商品業務室�

特命�

投資運用部�

運用開発部�

投資管理室�

営業管理部�

マーケティング推進室�

第1営業部�

第2営業部�

第3営業部�

第4営業部�

FA部�

人事グループ�

総務グループ�

関連事業室�

�

香港駐在員事務所�

証券業務管理室�リスク管理担当役員�

経営企画担当役員�

サービス戦略本部�

財務経理担当役員�

CS本部�

システム本部�

キャピタル・マーケット本部�

営業本部�

秘書グループ�

コールセンター�

事務センター�

ビジネス事務センター�

為替センター�

（2007年6月26日現在）
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当行グループの概要

主な業務の内容
・当行グループの業務は、（1）電子決済サービス業務、（2）金融サービス販売業務、及び（3）運用調達業務の3つの業務に

分類できます。

（1）電子決済サービス業務

・パソコンまたは携帯端末によるインターネットを経由した送金及び振り込みにかかる内国為替業務（ウェブ決済）の提供

（2）金融サービス販売業務

・各種企業との提携による、クレジット一体型カードの発行、個人向けカードローンの取り次ぎ、証券口座開設の紹介、投

資信託の販売等

・証券化・流動化案件のアレンジメント業務、社債管理等をはじめとしたファイナンシャル・アドバイザリー業務、及び社債

の引き受けと私募の取扱業務

（3）運用調達業務

・普通預金、定期預金、外貨普通預金の提供

・インターネット専業銀行の特徴を踏まえた流動性に十分配慮した運用と、ALM（資産負債総合管理）の観点から金利感

応度、資金流動性、市場流動性等のリスクマネジメントに十分留意した運営

（4）その他

●ソフトウェア受託開発業

・主として、当行グループの銀行システムの開発・運用業務（第三者に対するITサービスの提供拡大も予定）

●債権管理回収業

・「債権管理回収業に関する特別措置法」（平成10年法律第126号）に基づいた、債権管理回収業務

●広告業

・広告にかかる収益は銀行法第10条2に規定する「その他の銀行業に付随する業務」に該当し、預金、貸し付けまた

は為替に付随する業務とされています。当行では、ホームページ及びメールマガジン等への広告掲載による広告業

を行っています。

グループ会社（2007年6月26日現在）

名称

設立

住所

主要な業務の内容

資本金

当行議決権比率

イーバンクシステム株式会社

2004年10月22日

東京都千代田区

ソフトウェア受託開発業

4億円

53.3%

eBANK Capital Management (Cayman) Ltd.

2005年10月21日

英領ケイマン諸島

投資信託運用業務

5,000万円

100%

連結子会社

名称

設立

住所

主要な業務の内容

資本金

当行議決権比率

栄光債権回収株式会社

2000年1月7日

神奈川県横浜市西区

債権管理回収業

10億円

33.5%

持分法適用関連会社
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決算公告（電子公告）�
銀行法第20条に基づいて、下記の決算公告を当行定款に定めるホームページに掲載しています。�

http://www.ebank.co.jp/

「イーバンク銀行について」をクリック�

「財務・IR情報」の「公告」をクリック�

本ディスクロージャー誌には、将来の予測に関する記述が含まれております。この将来予測に関する�

記述は経営環境の変化などにより変動する可能性があることにつき、ご留意ください。�

※ホームページイメージは2007年7月現在�
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